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７ 諭 文 ∠

経営者交代と会計手続き選択
吻 〃ｄ〃αｇｅｍ ㎝σ 肋ｒπωｅ 川 棚 〃８ｃｒθ抗ｏπ〃ψλ㏄ｏω耐 加ｇ ０κｏご㏄８

首 藤 昭 信（関西大学犬学院博士後期課程）

ノ１后６ｎ０６ｎ ５沙””０

要 約

本 研究 の 目的 は、 経 営者 交 代 と裁 量 的 な 会計 手 続 き選 択 の 関 係を 分 析 す る こと で あ る。 最初 に、 米 国 の

先 行研 究 に 従 い、 強制 的 交 代 を 対象 に 分 析 を行 な っ た。 しか し 米国 の 先 行 研究 と は 異 な り、 経 営 者 交代 年

度 に特 徴 的 な会 計 手 続き 選 択 を 観察 す る こと はで き な かっ た。 次に、 新 経 営 者の 属 性 に 注目 し、 企 業外 部

者 が就 任 し た場 合 の 経営 者 交 代 を調 査 し た。 そ の 結 果、 経 営 者 交代 年 度 に お いて、 外 部 か ら就 任 し
た 経 営

者 に よる 利 益 増加 型の 利 益 調 整 が検 証さ れ た。
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１． 経営 者交代 と会 計手 続き 選択

１．１ 経営 者交代
と 会計情報

本研 究の目的は、 経営者交代と会計手 続き 選択

の 関係 を実 証的 に分析 する こ とで ある。 すな わ

ち、 経営 者交代 が行われ
た日本の上場企業 を対象

にして、 経営者交代 年度の付近で
裁量的 な会計手

続き 選択が行われたか否かを調査する。 経営 者交

代 に関する 実証研 究は睾富に蓄積さ れてお り、 そ

れらを企業会計の視点から２つのア プローチ に大

別 す れ ば、 次 の よ う に な る （Ｍ 岬 ｈｙ ㎝ｄ Ｚｉｍｍｅｍ ａｎ，

１９９３）。

１つは経営者交代の決定要因を探る研究であ

る。 会計利 益情報は株価と並んで企業業 績を示す

変数として利用 され、 日本企業を分析 した多 くの

研 究では、 会計利益の悪化が経営者交代 の可
能性

を 高 め る、 と い う こ と が 示 さ れ て い る （Ｋａｐ１ａｎ，

１９９４： Ｋａｎｇ ａｎｄ Ｓｈｉｖｄａｓａｎｉ，
１９９５
．
１９９６： 乙 政、

２０００：

首藤、２０００ａ）。 これ は業績悪 化に伴 い経営者 交代

が行われること を示唆 しており、 市場規律が正常

に機能 している ことを意 味する。 また同時に会計

情報 が重要な 役割 を果た している ことが わかる。

もう１つ は、 契約における 会計情報の役割に注

目 し、 そ れに もと
づく経営者の 裁量的な会計行動

を分析するア プローチである。 経営者交代と会計

利益は相関 しており、 経営者 は報告利益を調整す

る イ ン セ ン テ イ ブ を 持 つ。 し た が っ て 経 営 者 は、

交代時に利益調整を意図した会計手続き選択を行

なうこと が予測 され、 米国で は、 この関係が実証

的 に分析 さ れて おり、 利 益調 整 研 究 （ｅａｍｉｎｇＳ

ｍａｎａｇｅ卿ｅｎｔ ｒｅｓｅａｒｃｈ
） と 呼 ば れ て い る

。
本 稿 も

この領 域の研究 の１つと して 位置づけ られる。 日

本企業を対 象に して、 経営者 交代 と利益調整の関

係を直接 的に分析 した研究 はいまだ存在せず、 日

本企業の会計行動を解明する１つの手がかりとな

る であろう。

＿ １ ＿
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１．２ 米国 における 先行研究

経営者交代と会計手続き選択の関係を分析した

米国の研究 は、 通常、 退職する経営者
と新任 経営

者の２者に注 目 し、 交代年 度 （ｔ期） 及 びその 前

後の期間 （ｔ－１期とｔ＋１期） の裁量的な会 計行

動 を 調 査 し て い る’）。

Ｓｔｒｏｎｇ ａｎｄ
Ｍｅｙｅｒ

（１９８７） お よ び Ｅ１１ｉｏｔｔ ａｎｄ

Ｓｈａｗ （１９８８） によれ ば、 固定資 産の評 価切り 下

げによる利益圧縮 を行っ た企業は、 そうで ない企

業と 比 較 して、 経営者 交代 の 件数 が有 意 に大
き

く、 さ らにそのよう な評価切 り下げは経営 陣の交

代年 度に行 われてい る。 こ れは ビッグ バス （ｂｉｇ

ｂａｔｈ） と 呼ばれ、 新 経営者は、 就任初年 度 （ｔ期）

においてウミ出 しを実施することで、 経営 のフレ

ッ シ ュ・ス タ ー ト を 行 う 動 機 を 持 つ。 ま た Ｄｅｃｈｏｗ

ａｎｄ Ｓ１ｏａｎ （１９９１） は、 退 職 す る 経 営 者 の 研 究 開

発費に関する 裁量 行動を調 査し、 その結果、 退職

した 経営 者が退 職年 度 （ｔ－１期） に研 究開発 費

を削減する ことで利 益額を増加させ、 多 額の経営

者 報酬を獲 得したこと を示 した。

さらに、 経営者交代
と会計手続き選 択の関係を

直 接 的・包 括 的 に 調 査 し た も の と し て は、 Ｐｏｕｒｃｉａｕ

（１９９３） と Ｍｕｒｐｈｙ ａｎｄ Ｚｉｍ ｍｅｒｍａｎ （１９９３） が あ

る。 Ｐｏｕｒｃｉａｕ （１９９３） は、 す
べ て の 経 営 者 交 代 を

サン プルとする のではなく、 強制的交代と 見られ

る交代の みを対象とした。 ここでいう強制 的交代

とは、 退職した経営者が企業に対する 実質的なコ

ントー ル権を失う 場合を指す。 強制的交代 は、 業

績悪化 の変数と強く相関 しており、 解雇 や引責辞

任 の 可 能 性 が 高 い。 そ こ で Ｐｏｕｒｃｉａｕ （１９９３）
は、

強制 的交代のもとでの経営者は、 利益 を調整する

強 い動機をもつと仮定 し、 会計発生高 と異常損益

項 目を対 象に調 査を行っ ている。 その 結果、ｔ－

１ 期に おける 裁量行 動は 観察さ れな かっ たが、ｔ

期 の ビッ グバスとｔ＋１期の利 葺増加 傾向 が観察

さ れ た。

Ｍｕ叩ｈｙ ａｎｄ Ｚｉｍｍｅｍ ａｎ （１９９３ ｐ．３１２．） は、 広

範なサン プルを用 いて、 研究開発費、 広告費、 資

本的 支出およ び会計 発生高 （ａ㏄ｒｕａ１ｓ） という４

つの会計項目を調 査し走結果、 企業業績 を示す 変

数をコン トロール した後でも、 わず かではある が

新任経営者による ビッ グバスが観察さ れること を

示 した。 したがって 米国での調査結果を要約する

と、ｔ年度 における 新経営 者の
裁量的な利 益圧縮

行動 が顕著で ある、 と いえよう。

１．３ 本論文 の目的 と構成

Ｓｍｉｔｈ （１９９３） お よ び Ｓｃｏｔｔ （１９９７） は、 経 営

者交代と会計手続き選択の関係を分析した前記の

先行研究について、 いくつかの問題点を指摘 して

いる。 すなわち、（１耀 営者交代は企業の コー ポレ

ー ト・ガバナンス 構造と 密接 に関連する ため、 企

業の支配構造等を考 慮した研究が必要 である。（２）

先行 研 究で 使用 され てい る 裁量 行動 の代 理変 数

が、 経営者の裁量行 動を正確に把握 してい ない可

能性がある、 という 問題が指摘さ れた。 個別 の会

計項目は、 経営者 の裁量行動
を包括 的に把握 して

いるとは言えず、 会計発生高に は経営 者の
非裁量

的な部分が含ま れて いる。 よって単純 な代 理変数

の利用 は調査 緒果の解 釈を歪 める恐 れがある。

本研究で は次のよう な形で、 この２つ の問題点

を 改 善 し た。 つ ま り、 （１）Ｐｏｕｒｃｉａｕ （１９９３） が 行

った強制的交代 の分類だけでなく、 新 経営者が企

業外部出身者 か否かを識別 し、 新 経営者の属 性お

よび企業の支配構造と会計手続き選択の関係も分

析 した。 経営 者交代に関する研 究で、 特に日本企

業を対象に した分析の多くは、 新 経営者の属 性が

所有構造や企 業業績と関連を持つ ことを示してい

る か ら で あ る （Ｋａｎｇ ａｎｄ Ｓｈｉｖｄａｓａｎｉ，
１９９５
．
１９９６：

首 藤２０００ａ）。 さ らに、（２）経 営者の 裁量行動 を抽

出 す る 能 力 が 高 い モ デ ル （Ｄｅｃｈｏｗ ｅｔ ａ１．
１９９５）

を利用する ことで、 企業業績や 経済全体の影響を

＿ ２ ＿
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排除した形で算定される裁量的発生高を測定し

た
。

このよう に先行研究の問 題点を改善し、 さ らに

日本企業に特有な要因も考慮している点が本研究

の特徴と 意義になろう。 以下の 第２節で は、 仮説

の設 定およ びサン プルの抽出と 分類方法 につ いて

説明し、 具体的な調査方法 につ いて議 論す
る。 第

３師 で、 そ れぞれの分類方法 にした がった調
査結

果を示 し、 続く第 ４節で 調査緒 果の解釈を行う。

最後の第５ 節で、 総括
と展 望を提示 する。

２． サ ン プルと調 査方 法

２．１ 仮 説 の 設 定

会計手続き選択を調査する 主な研 究対象 は、（１）

強制的交代、（２）企 業外部 者の 就任 の２
つに なる。

米国の調 査結果に 従え ば、 強制 的交代企業 では、

利益滅少型の会計手続き選択を行なうことが予測

される。 新 経営者は、 経営 者交代年 度においてウ

ミ 出 し を 行 な う こ と に よ り、 経 営 の フ レ ッ シ ュ・

ス ター トを行なう 動機を持つ からである。 また 強

制的交代 の決定要因を 分析 した日本の研 究を見て

も、 米国と同様に、 企 業業
績の悪化が強制 的交代

の可能性を高めること が示 されている。 したがっ

て強制 的 交代 にお ける 利 益調 整イ ンセ ンティ ブ

は、 日 米において 差が ないと考 えられる。

企業外部者の就任 に関しては、 米国の利益調整

研究でも 具体的 な調 査結果 は提示さ れておらず、

利益調 整イ ンセ ンティ ブを予 測するの は難 しい。

しか しながら、 強制 的交代
と外部者就任の相関は

高いと いう 経験 的証拠 がある ため （首藤２０００ａ）、

企業外部出身の新 経営者がビッグバスを行なう可

能性は高い。 そこ で企業外部者の就任も、 強制的

交代と同様に、 利益 減少型の利
益調整を行なうこ

とが予 想さ れる。

したがって、 強制的交 代と企業 外部者就任の２

つ のケ ース において、 「新 経営者 は、 就任 初年度

（経営者交代会計年度） において利益減少型の利

益調整を行う」 という 仮説が設定される。 こ れを

ビッ グバス仮 説と呼 ぶことに しよう。

２．２ サ ン
プルの選 択と分類

日 本の上場 企業の 中で、 １９９３年 から１９９５年ま

でに経営者交代を実施した企業９３６社が本研究の

サン プルであ る。 経 営者交代 に関する データ は、

ｒ役員四季報』 （東洋経済新報社） を用いて収集し

た・ 調査 期間にお ける９３６件の経営者 交代件数の

中か ら、 ①金 融機関、 ②１９７６年 度以 降に会計年

度を変 更している企 業２）、 ③分析に必 要なデータ

が入手不能 な企業を、 サンプルから除外 した。 そ

の結果、 最終的なサ ンプルは４２８件と なった。 経

営者交代年 度の識別は、 新経営者が最初に影響力

を持つ年 度と して特 定する３）。 具体 的には、 各企

業の経営者交代 が行なわれた交代月 を調べ、 その

交代月が含まれる会計年度を経営者交代年度 （ｔ

期） と して特 定 した。

経営 者交代の内 訳は図表１にまと めている。 一

般 に 、 強 制 的 交 代
（ｎｏｎ－ｒｏｕｔｉｎｅ ｔｕｍ ｏＶｅｒ） が 行 わ

れ た 経 営 者 は、 経 常 的 交 代 （ｒｏｕｔｉｎｅｔｕｍｏＶｅｒ） の

経営者と 比較して利益調整のインセ ンテイ ブが大

き い と 予 測 さ れ る （Ｐｏｒｕｃｉａｕ， １９９３）。 本 研 究 で

は 強制的交 代を、 「退 職 した経 営者 が退職後会 長

に就任 せず、 取締役にも留任 していな い場 合」 と

定 義し、 経常的交 代を、 「退職 した 経営者が 退職

後会長 に就任する、 も しくは取締役 に留任 する場

合」 と定 義 している４）。 図表１を見 れば、 強制 的

交代 は１２１件、 経 常的交代 は３０７
件 （会長に 就任

が２５９件、 取締 役に留 任が４８件） で あるこ とが

分 か る。

ま た、 経営者交代に関する先行研 究では、 新経

営者の属性 （外部出身者あるいは内部出身者） を、

日 本企業 のコー ポレー ト・ガバナ ンス 解明 の重要

＿ ３ ＿
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図表１ 経営者交代の種穎別分穎

経営者交代の種類 １９９３年 １９９４年 １９９５年 合 計

強制的交代

経常的交代

会長に就任

取締役に留任

４１

９５

２０

２９

６６

１３

５１ １２１

９８ ２５９

１５ ４８

企業内部者就任

企業外部者就任

一般事業法人出身

金融機関出身

官公庁出身

９４

５１

１１

０

６９

３３

４

２

９５ ２５８

５５ １３９

８ ２３

６ ８

注） 表 中の 年 は 経営 者 交 代 が行 な わ れた 年 を 示す。 分析 で は 会 計年 度 で サ ン プ ルを 分 類 する た め 以下 の よ う にな
る （９６会

計 年 度 ＝１３２，
９５ 会 計 年 度 ＝１２２，９４

会 計 年 度 ：１４２，
９３ 会 計 年 度 ：３２）。

な 手 が か り と し て い る （Ｋａｎｇ ａｎｄ Ｓｈｉｖｄａｓａｎｉ，

１９９５．１９９
６： 首 藤 ２０００ａ）。 そ れ は、 経 営 者 交 代 に

お ける 会計 行動 にも、 影響 を 及 ぼす
と 考え ら れ

る。 本研究 では企業 外部者 による経 営者交代
を、

「新経営 者が就任 前四年 間に他企 業から移 ってき

た場 合」 と 定義し、 それ以外の場合は内部者 に
よ

る 経 営 者 交 代 と 考 え る５）。 図 表 １ に よ れ ば、 内 部

昇進は２５８件、 外部者 就任は１７０件 （一 般事業 法

人出身 が１３９件、 金融機 関出 身が２３件、 官公庁

出身が８件） であるこ とが分 かる６）。

２．３ 調 査 方 法

本研 究 では、 サ ンプ ル企 業の 経営 者交 代
年 度

（ｔ期） を 中 心 に、 ｔ－ ２ 期 か らｔ＋ ２ 期 ま で の 期 間

における裁量的会計手続き 選択 を観察す る。 すで

に述べたように、 先行研究の
多く は、 個別 の会計

項 目や会 計発 生高 を対 象に 調査 して いた。 しか

し、 会計発生高に は経営 者による裁量的な部分
と

そう でない部 分が含ま れてお り、 経営者の裁量行

動を適切に把握する ためには、 会計発生高のうち

裁 量 的 な 部 分、 す な わ ち 裁
量 的 発 生 高

（ｄｉｓｃｒｅｔｉｏｎａｒｙ ａｃｃｒｕａ１ｓ）
を 狽凹 定 し な け れ ば な ら な

い。

本研究 では、 まず以下の式に従い
会計発生高を

算 定 し、 そ れ か ら 非 裁 量 的 発
生 高 （ｎｏｎ－

ｄｉ・… ｔｉｏｎ・・ｙ ａｃｃ・ｕ・１・） を 控 除 す る 形 で 裁
量 的 発

生高を測 定する。 米国でよく 利用されている会計

発生高の 定義に、 日本独自の引 当金項目を加えて

い る 。

会計発生高＝（△売上債権十△棚卸資産十△その他の

流動資産）一（△仕入債務十△未払法人

税十△その他の流動負債）一（△貸倒引

当金（売上債権以外のもの）十△賞与

引当金・未払賞与十△その他の短期引

当金十△退職給与引当金十△その他の

長期引当金）一減価償却費

会計発生高の算 定に続いて、 非裁量的発生高を

測 定する。 非裁量的発生高の測 定には、 先行研究

で比較的その検出力 が高い とされる、 修正 ジョー

ン ズ ・ モ デ ル （Ｄｅｃｈｏｗ ｅｔａ１．
１９９５） を 利 用 す る ７）。
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修 正 ジ ョ ー ン ズ・モ デ ル の 式 は 以 下 の よ う に な る。

非裁量的発生高＝ α１＋ α。（△売 上高 一△売 上債

権）十 α。 償却性固定資産

裁量的発生高：会計発生高一｛∂１＋ ∂２（△売上高一

△売上債権）十 δ。償却性固定資産｝

ただ し、 △は当 期中の増
減額を 示す

上記モデルでは、 会計発生 高を被説明変数、 売

上高 （売上債権調整済み） と償却性資産を説明変

数とする 回帰式を設けて非 裁量 的発生 高の期待値

を算 定し、 それを会計発生高 から控 除する こ
とで

裁 量的発生高 を測定する８）。 本研 究ではモ デルの

推 定 に、 通 常 の 最
小 ２ 乗 法 （ｏｒｄｉｎａｒｙ１ｅａｓｔｓｑｕａｒｅｓ；

０ＬＳ） を適用 し、 すべての変数を前期 末総資産額

で 除 し て 推 定 し た９）。

３． 調 査 結 果

３．１ 強 制的交 代と裁量 的発生高

強制 的交代に関する調 査緒果は、 図表２に示 し

ている。 図表２は測定さ れた裁量 的発生 高の平均

値と 中央値の推移を示 したものである。 それぞれ

の期 間ごとに（１）対応のある２つの母 平均 差の検定

と、（２）ウィ ルコクス ン符号付順位 検定
を行い、 各

期間における裁量的発生高あ変化を統計的に調べ

た。 図表 中のｔ期が 経営者の 交代年 度を示す。

米国の研究では、ｔ期に極端な利益圧縮行動 （ビ

ッ グバス） が観察された。 しか し日 本企業につい

て、 ｔ年 度 の ビ ッ グ バ ス は 観 察 さ れ ず、 む し ろｔ期

で は利 益増 加 傾向 が見 て取 れる。 図表 ２を 見る

と、ｔ期 前後 における 有意な 差はほ
と ん ど検証さ

れず、 ビッ グバス 仮説は 支持さ れなかっ た。

米国と異なり ビッ グバス仮説 が支持されない理

由 と して、 例
え ば次のよう なこと が考 えら れる。

２００１年１月１５日の 日本経 済新聞で、 キリ ンビー

ルの 経営者交代が報 じられた。 そこ では、 経営者

交代 の理 由と して、 「ビール エ場の 再編な どリ ス

トラ が一段 落 した こと か ら、 社 長交 代 に踏 み切

る」 と 報じられている。 このよう に日本企業の場

合、 リス トラ等による経営再建の道筋 （メ ド
） を

つけて 次期 の社長にバトンを渡す、 と いう 傾向が

多 く 見 ら れ る た め （Ｋａｎｇ ａｎｄＳｈｉｖｄａｓａｎｉ，１９９６； 乙

政、２０００）、 経営 のウミ 出しは前 任経 営者 によっ

て行 なわれている可能性が高い。 そ のため、 新経

営者の ビッグバスを行なう動機 は少なくなると考

え られる。 このように米国とは違 い、 強制的交代

という 分類基準では、 経営者交代 時に有意な会計

的裁量行動を識別することができないのである’Ｏ）。

図表２． 強制的交代と裁量的発生高

検証期間

ｔ－ ２ 期 ｔ－ １ 期 ｔ期 ｔ＋ １ 期 ｔ＋ ２ 期

強制的交代

平均値

（中央値）

ｔ検 定；ｐ値

Ｗ ｃｏｘｏｎ検 定 ；（ｐ値）

＿Ｏ．
００４ ＿０，０

１０

（一〇．００３）
（一〇．００９）

Ｏ
．
３６９

（Ｏ．８０９）

０，３２３

（０，０７７
）

一０，
００２

（＿０，００２）

＿Ｏ．
００８ ＿０，

００６

（一０，０１１） （Ｏ．００１）

０
．
４８４ ０

，
８２７

（０，１２１） （Ｏ．５５３）

注） ｔ検 定； 対 応 の あ る２つ の 母 平 均 の差 の 検 定 を 行っ てい る （両 側）。

Ｗｉ１ｃｏｘｏｎ 検 定 ； ウ ィ ル コ ク ス ン の 符 号 付 順 位 検 定 を 行 っ て い る （両 側）。
＊＊１ ％ 水 準 で 有 意。

＊５ ％ 水 準 で 有 意。
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図表３． 企業外部者就任
と裁■的発生高

証 間

新経営者の属性 ｔ－ ２ 期 ｔ－ １ 期 ｔ期 ｔ＋ １ 期 ｔ＋ ２ 期

企業外部者の就任

平均値

（中央値）

ｔ検定；ｐ値

Ｗｉ１ｃｏｘｏｎ検 定 ； （ｐ値）

企業内部者の昇進

平均値

（中央値）

ｔ検定；ｐ値

Ｗ ｃｏｘｏｎ検 定 ；（ｐ値）

一 ０，０
０７ － Ｏ

．
０１３

（一 ０，００４） （一 ０，００８）

Ｏ
．
３６２

（Ｏ．３７５
）

一 ０
，
００３ ． Ｏ

．
Ｏ０５

（一 〇．Ｏ０３） （一 ０，００４）

０
．
Ｏ０４ 榊

（０，００３）
榊

０．６５５ ０」９７１

（α６４８） （α９０２）

０，００３

（０，０００）

一 〇．Ｏ０５

（一 〇．００６）

・ Ｏ
．
０１１ － Ｏ

．
００３

（一 〇．００８） （一 ０，００１）

Ｏ
，
０１９ξ ０，

２０９

（０，０３２）
ホ （Ｏ．１３９）

一 〇
．
００３ ‘ ０

．
Ｏ０２

（一 α００３） （一 ０，００１
）

Ｏ．６４７
０
，
８１０

（α８０８） （Ｏ．５２４）

注） ｔ検 定； 対 応 のあ る２つ の母 平 均 の 差 の 検 定 を行 っ て い る （両側）。

Ｗｉ１ｃｏｘｏｎ検 定 ； ウ ィ ル コ ク ス ン の 符 号 付 順 位 検 定 を 行 っ て い る
（両 側）。

＊＊ １ ％ 水 準 で 有 意。
＊５ ％ 水 準 で 有 意。

３．２ 企業外部 者の就任
と裁 量的発 生高

強制的交代の場合と同 じように、 外部者就任お

よ び内部者昇進の調査結果を図表３ に示 した。 外

部者就任の裁量的発生高の推移を見ると、 ビッ グ

バス 仮説と 反して、ｔ年度の 裁量的発
生高 が平均

値お よ び中 央値ともに 大きく増加 して いる。ｔ期

の利 益増加傾 向が統計 的に検証 される ために は、

ｔ － １ 期 とｔ 期 の 間、 さ ら にｔ期 とｔ ＋ １ 期 の 間 で

有 意差が 観察される はず である。

図 表 ３ の 外 部 者 就 任 を 見 る と、 ｔ－１ 期 と ｔ 期 の

間、 さ らにｔ期 とｔ＋１期の間 で
有意 な差 が確認 さ

れている。ｔ検 定とウィ ルコクス ン符号
付 順位 検

定の両方について、ｔ－１期 とｔ期 の裁量的
発 生高

の差が１ ％水準で有 意となってお り、 かつｔ期
と

ｔ＋１期 の差も すべて５ ％水準で 有意と なっ てい

る。 他 方ｔ－ ２ 期 とｔ－ １ 期、 あ
る い はｔ＋ １ 期 と

ｔ＋ ２期 につ いて は有 意差 が観 察さ れて い ない。

した がっ て時系列 的に見てｔ期 の値 が特に異 常で

ある ことが分 かる。

こ れは就任初年 度において、 外 部から就任 した

新経営者 が、 裁量的発生高を通 じて利
益を増加さ

せ、 その 反動でｔ＋ １期に 滅額を強 いられた
と考

え られる。 他方、 内部者昇 進の場合、 すべての期

間にお いて有意な差は 観察されていない。 したが

って この結果は、 外部 者就任 に特徴的な利益調整

である ことが 分かる。

このように外部 者就任の経営者交代でも、 ビッ

グバス 仮説は支持さ れなかった。 本研究の調査結

果をまとめると、 日本企業の経営者交代における

特徴と して、 外部から就任 した新経営者は、 就任

初年度において 大幅な利益増加型の会計手続き選

択を行うこと が示 された。 さらに、 日本企業にお

ける 会計 手続き 選択 を分析 する際、 強制 的／経常

的交 代と いう 分類 より も、 外部者／内部 者という

新経 営者の属 性が重 要で あること が確認さ れた。

調 査結果で注目すべきは、 外部者就任 の経営者

交代 で、 利益増加型の利益調 整が検証されたこと

である。 これは米国企業の調 査緒果と反する緒果

であり、 日本企業特有の利益調
整行動であるとい

える。 そこでこの調査結 果の理論的根拠
をより詳

細 に検討するため、 次節 で結果の解釈について議

論 す る。

＿ ６ ＿



経営者交代と会計手続ぎ選択 （首藤）

４． 調査 結果の 解釈

前節では、 経営 者交代で
企業外部者が就任する

場合、 利益増加型の利 益調 整が行われることが示

された。 これ は、 い かに解釈す べきであろう か。

外部者就任の経営者交代を分析した先行研究では

以下の２ つの特 徴が明 らかとなっ ている。

本研究とほ ぼ同 一のサンプルを用 いて経営者交

代を分析 した首 藤 （２０００ａ） は、 日本企業の 経営

者交代が、 損失の計上等と 有意に関
違しているこ

とを示 した。 また新経営 者が大株主や銀行から派

遣される場合、 その交代 は企業業績と負 の相 関を

持ち、 前任の経営者 は強制 的交代 の結果である こ

とを示 した川。 つま り企業外部者が就任 した場 合

は、 前任の経営者は過去の 業
績悪化 のために交代

させられ、 さらに企業 に対する 実質的なコ
ントロ

ール権を失っていること を意味する。 これが外部

者就任の経営者交代に見 られる 第１の特 徴と いえ

る。

第２の特徴と して、 大株主やメイ ン
バ ンク の影

響力 が大きく、 これ らの利害関係者 から新 経営 者

が送 りこ ま れる場 合 が多 い、 と いう こと があ る

（Ｋａｎｇ ａｎｄ Ｓｈｉｖｄａｓａｎｉ，
１ｇｇ５
．
１９９６； 首 藤 ２０００ａ）

１２）
。

これらの研究によ れば、 日本企業の 経営者交代 で

は、 大 株 主 と メ イ ン
バ ン ク が ガ バ ナ ン ス・メ カ ニ

ズムの重要な役割を果た しており、 モニタリ ング

と規律の機能を有 している ことになる。 した がっ

て新経営者は、 利害関係 者から大きな期待 を寄せ

られ、 業績改善の圧力も 大
きく なる。 外部者が就

任 した場合の株価効果 を見ても、 その異 常投 資収

益率は正の値となり、 経常 的交代 の場 合
より も有

意に大 きいと いう経 験的証 拠がある （Ｋａｎｇａｎｄ

Ｓｈｉｖｄａｓａｎｉ，１９９６）。 株
式 市 場 に お い て も、 企 業 外

部から就任 してきた新 経営 者に期待 を寄 せている

こ と が わ か る。

しか し強制 的交代 で就任 した新経営者が、 早急

に業績 を改善することは難 しい。 そこ で利 益の底

上 げを 利 益調 整に より 実施す る こと が考 え られ

る。 外部 者就任ということで、 企業内部 者からの

信頼獲得 および批判回避のためにも、 就任初 年度

の業績に は敏感になろう。 また新経営者 は、 継 続

的な契約関係に疑問を示す企業外部の取引相手や

金融機関 な どに安心を与えるため、 利益の増加 を

通 じたシ グナリ ングを行う可 能性もあ る。

５． 総 括 と 展 望

本研究では経営者交代と会計手続き選択の関係

について、 ビッグバス仮説を設定 し、 検証を行 な

った。 強制 的交代を対象にした場合、 経営者交代

年度にお ける異常な会計手続き選択を検証する こ
’

とは できず、 仮説 は支持されな かった。

また新 経営者が企業外部者の場合、 就任初年 度

において 裁量 的発生高を用 いた利益増加型の利益

調整 を行う ことが、 修正ジョー ンズ・モ デルを利

用 した調査 で検証された。 これは米国企業の調査

結果と相 反する 緒果である が、 日本企業に特徴的

な興味深 い利 益調整行動である。 日本企業の経営

者交代時 にお ける会計手続き選択の分析にあたっ

ては、 新経 営者の属 性が重要な 分析視 点となる。

最後 に本研究の制限および将来研究に対する 展

望を提示 しよう。 １つは裁量的発生高の測 定モ デ

ルの改善 である。 本研究で利用 した修正 ジョー ン

ズ・モ デル は、 改善 の余地は大 きく、 日 本企業 に

適 したモ デルが望まれる。 さらに調査対象期 間も

問 題にす べきで ある。 本研 究で は、 １９９３年か ら

１９９５年ま での 経営者交代 企業を 対象に した。 こ

の期間 はバブル経済崩壊の直後であり、 そ れが本

研究の結 果に どのような影響を与えている のかは

一概に判 断できない。 戦後以降といった 長期 の時

系列につ いて、 経営者交代の決定要因や 会計的裁

量行 動の変 化を調 査すること が必要 である。

＿ ７ ＿
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〈注〉

１） 経 営 者 交 代 期 に お け る 会 計 手 続 き 選 択 の 動 機 を 説 明 した も

の と し て は、 Ｐｏｕｒｃｉａｕ
（１９９３）

， Ｍ ｕｒｐ
ｈｙ ａｎｄ Ｚｉｍ ｍｅｒｍａｎ

（１９９３）
，
Ｓｍｉｔｈ （１９９３） ，Ｓｃｏｔｔ （１９９７）

が 有 用 で あ る。

２） ② の 条 件 は、 後 に 説 明 す る 修正 ジ ョ ー ン
ズ・モ デ ル の 推 定

に 必 要 な 要 件 で あ る。

３） 本 研 究 の 分 類 方 法 の 他 に、 例 え
ば Ｐｏｕｒｃｉａｕ （１９９３） で は、

ｔ－１ 年 度の 識別 に 関 して、 退職 した 経 営 者 が確 実 に 影 響 を

持 っ て い た 最 終 決 算 年 度 を 識 別 す る た め に、 最 終 決 算 日 か

ら ３ ヶ 月 間 企 業 に 在 任 し て い る こ と を 条 件 と し て い る。 す

な わ ち、 経 営 者 が 年 次 決 算 後 に 第 一 四 半 期 報 告 書 を 報 告 し

て 退 職 す れ ば、
直 近 の 年 次 報 告 書 を 退 職 す る 経 営 者 の 年 度

（ｔ－ １） と して 分 類 す る 方 法 を と っ て い る。 し か し 本 稿 で

は、 ① 先 行 研 究 の 主 要 な 調 査 結 果 がｔ－ １ 期 で
は な くｔ期 に

集 中 し て い る こ と、 ② サ ン ブ ル の 分 類 に お い て、 本 研 究 で

は 新 経 営 者 の 属 性 を 重 要 視 し て い る こ と か ら、 本 文 中 の 分

類 基 準 を 採 用 した。

４） 経 営 者 が 退 職 後 取 締 役 に 留 任 す る 場 合、 そ の ケ
ー ス を 降 格

と し て 強 制 的 交 代 に 分 類 す る 場 合 も あ る （Ｋａｐ１ａｎ，１９９４）。

本研究では両方の 基準で分析を行ったが、 大きな変化は見

ら れ な か っ た。

５） 日 本 企 業 に お い て は、 新 経 営 者 が 外 部
出 身 者 の 場 合、 い き

な り 経 営 者 に 就 任 す る の で…まな く、
一 度 取 締 役 に 就 任 した

後 数 年 の 期 間 を お い て 経 営 者 に な る こ と が 多 い た め、 多 く

の 先 行 研 究 で は 本 研 究 の よ う に 外 部 者 就 任 の 条 件 に、 数 年

の 猶 予 を 置 い て い る （Ｋａｎｇａｎｄ Ｓｈｉｖｄａｓａｎｉ，１９９５．
１９９６）。

６） 以 後 の 分 析 に あ た っ て は、 先 行 研 究 に な
ら い 官 公 庁 出 身 は

サ ン プ ル か ら 除 去 す る た め （Ｋａ㎎ ａｎｄ Ｓｈｉｖｄａｓａｎｉ， １９９５； 首

藤、２０００ａ）、 分 析 上 の 外 部 者 就 任 サ ン ブル は１６２件 と な る。

７） 修 正 ジ ョ ー ン ズ・モ デ ル は、 現 状 で は 最 も 裁 量 的 発 生 高 の

測定 能力 の高 いモ デ ルと いわ れて いる が （Ｄｅｃｈｏｗｅｔａｌ，
１９９５）、

そ の 有 効 性 に は 議 論 の 余 地 が あ り、 と り わ け日 本 に
適 用 し

た 場 合 の 説 明 力 に は 問 題 が 残 る （須 田、２０００； 浅 野・榎 本、

１９９８； Ｇａｒｚａ－Ｇｏｍｅｚ ｅｔ ａ１．
１９９９）。 首 藤 （２００１） で は、 ジ ョ

ー ン ズ・モ デ ル を 用 い て 経 営 者 交 代 と 利 益 調 整 の 関 係 を 分

析 し た が、 調 査 結 果 は 本 稿
と 同 一 で あ っ た。

８） デ ー タ は ｒ日 経 ＮＥＥＤＳ 財 務 デー タ ＣＤ－ＲＯ Ｍ 版」 か ら 入

手 して お り、 多く の 企 業 が １ 年 決 算 に 移 行 した１９７５年 以 降

の デ ー タ を 利 用 し て い る。 ｔ期 の 裁 量 的 発 生 高 推 定 の た め

に、 ①１９７６年 か らｔ－ １ 年 度 前 で の デ
ー タ を用 い て 回 帰 式

を 推 定 し、 ② 推 定 さ れ た 回 帰 式 にｔ期 の デ
ー タ を 入 れ る こ

と で 非 裁 量 的 発 生 高 を 求 め、 ③ こ のｔ期 の 非 裁 量 的 発 生 高

の 予 測 値 をｔ期 の 会 計 発 生 高 か ら 控 除 す る、 と い う 手 順 を

踏 む。 変 数 の 定 義 は 『日 経 ＮＥＥＤＳ』 に
よ る。

９） 修 正 ジ ョ ー ン ズ・モ デ ル の 決 定 係 数 の 平 均 値 は０．２０１１ で あ

っ た。 須 田
（２０００） と 同 様 に、 修 正 ジ ョ ー ン ズ・モ デ ル の

決 定 係 数 が 米 国 の ケ ース よ り も 小 さ い、 と いう こ と に 注 目

し た い。

１０） ま た 強 制 的 交 代 の 分類 に お い て、 会 長 に 就 任 し た か 否 か と

い う 基 準 の ほ か に、
年 齢 を 考 慮 した 分 類 基 準 も 存 在 す る。

こ れ は 定 年 退 職 の 影 響 を 除 去 す る た め で あ り、 定 年 以 前 に

経 営 者 が 退 職 す る 場 合、 そ れ を 強 制 的 交 代 の 追 加 的 要 件
と

す る も の で あ る。 本 研 究 で も 定 年 を６５歳 と 想 定 し、 強 制 的

交 代 サ ン ブル か ら６４ 歳 以 下 の 交 代 の み を 抽 出 して 調 査 を 行

っ た が、ｔ期 の 利 益 増 加 傾 向 は 多 少 強 く な る も の の、 統 計 的

に 有 意 な 差 は 観 察 さ れ な か っ た。

１１） 同 様 の 結 果 は、 Ｋａｐ１ａｎ ａｎｄ Ｍｉｎｔ ㎝ （１９９４） ， Ｋａｎｇ ａｎｄ

Ｓｈｉｖｄａｓａｎｉ （１９９５） （１９９６） で も 示 さ れ て い る。

１２） 首 藤 （２０００孔 ｐ１１０） に よ れ ば、 企 業 外 部 者 が 就任 し た ケ ー

ス に お い て、 ７８．４％ の 経 営 者 が 大 株
主 順 位 １ 位 の 企 業 （一

般 事 業 法 人） か ら 就 任 して お り、 大 株 主 が実 際 に 新 経 営 者

を 派 遺 して い る こ と が 示 さ れ て い る。
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／ 諭 文 ∠

企業の情報開示に対する情報開示ルール

の影響
一実験研究の証拠から一

肋ｅ 聯 ｃお ψ 〃 ㏄７０８ 〃ｅ 児〃ｅ８０〃 ０ｏψｏｒωｅ 〃８α０８ 〃ｅ８
－８０ｍｅ〃 ψ 洲 ｍｅ耐 ω 〃 〃ｅπ㏄８一

野 田 昭 宏（神戸大学大学院博士後期課程）
ノｉ后乞ｂ５７０ノ〉６ 〃

要 約

本 論 文 は， 企 業 に よ る 私 的 情 報 の 測 定 と 開 示 に， ３ つ の 情 報 開 示 ル
ー ル が与 え る 影 響 を 検 証 し た ゲ ー

ム 論実 験 の 結 果 を 提 示 する。 こ の う ち 情 報 伝 達 が で き な い ル ー ル の 下 で は， 企 業 は資 産 タ イ
プ を 測定 で

きる も の の， 投 資 家 に 開 示 する こ と が で き な い。 虚 偽 報 告 規 制 ル ー ル の 下 で は， 企 業 が 資 産 タイ プを 任

意 に測 定 し， 真 の 資 産 タイ
プを 含 む任 意 の タ イ プ 集 合 を ア ナ ウ ン ス す る こと を 認 め る。 強 制 的 情 報 開示

ル ール は， 私 的 情 報 を測 定 した 企 業 に 対 して， 真 の 資 産 タ イ
プ の み を 開 示 する こと を 求 め る。 実 験 結果

は， 情 報 伝 達 が で き な い ル ー ル が逆 選 抜 が 生 じ る の に 対 し， 虚 偽 報 告 規 制 ル ー ルと 強 制 的 情 報 開 示 ルー

ル がと も に市 場 の 効 率 性を 改 善 す る こと を 示 し た。

Ｓｕｍ ｍａｒｙ

Ｔｈｉｓ ｐａρｅｒ ｐｒｅｓｅｎｔｓ ｔｈｅ ｒｅｓｕｌｔｓ ｏｆ ｇａｍｅ－ｔｈｅｏｒｅｔｉｃ ｅｘｐｅｒｉｍｅｎｔｓ ｄｅｓｉｇｎｅｄ ｔｏ ｔｅｓｔ ｔｈｅ ｅｆｆｅｃｔｓ ｏｆ ｔｈｒｅｅ

ｄｉｓｃｌｏｓｕｒｅ ｒｕｌｅｓ ｏｎ ｍｅａｓｕｒｅｍｅｎｔｓ ａｎｄ ｄｉｓｃｌｏｓｕｒｅｓ ｏｆ ｐｒｉｖａｔｅ ｉｎｆｏｒｍａｔｉｏｎ． Ｕｎｄｅｒｔｈｅ
■Ｉ
ｎｏ ｃｏｍ ｍｕｎｉｃａｔｉｏｎ

１’

ｒｕｌｅｓ， ｅａｃｈ ｆｉｒｍ ｉｓ ａ１
ｌｏｗｅｄ ｔｏ ｍｅａｓｕｒｅ ｉｔｓ ａｓｓｅｔｔｙｐｅ，

ｂｕｔｉｔｉｓ ｐｒｏｈｉｂｉｔｅｄ ｆｒｏｍ ｄｉｓｃｌｏｓｉｎｇ ｔｈｅｍ． Ｕｎｄｅｒｔｈｅ
ＩＩ
ａｎｔｉｆｒａｕｄ

Ｉ・
ｒｕｌｅｓ， ｅａｃ

ｈ ｆｉｒｍ ｃａｎ ｍｅａｓｕｒｅ ｉｔｓ ａｓｓｅｔｔｙｐｅ ａｎｄ ａｎｎｏｕｎｃｅ ａｎｙ ｓｕｂｓｅｔ ｏｆｔｙｐｅｓ ｉｎｃ１ｕｄｅｄ ｔｈｅ

ｔｒｕｅ ａｓｓｅｔｔｙｐｅ ｔｏ ａｎ ｉｎｖｅｓｔｏｒ．
Ｕｎｄｅｒｔｈｅ

一・
ｍａｎｄａｔｏｒｙ ｄｉｓｃｌｏｓｕｒｅ

・■
ｒｕｌｅｓ， ｅａｃ

ｈ ｆｉｒｍ ｉｓ ｒｅｑｕｉｒｅｄ ｔｏ ｄｉｓｃｌｏｓｅ

ｏｎｌｙ ｔｈｅ ｔｒｕｅ ａｓｓｅｔ ｔｙｐｅ ｗｈｅｎ ｉｔ ｋｎｏｗｓ ｉｔ．
Ｔｈｅ ｅｘｐｅｒｉｍｅｎｔａｌｒｅｓｕｌｔｓ ｓｈｏｗ ｔｈａｔ ｔｈｅ

．■
ｎｏ ｃｏｍ ｍｕｎｉｃａｔｉｏｎ

ｌＩ

ｒｕｌｅｓ ｉｎｄｕｃｅ ｔｏ ａｄｖｅｒｓｅ ｓｅｌｅｃｔｉｏｎｓ， ａｎ
ｄ ｂｏｔｈ ａｎｔｉｆｒａｕｄ ｒｕｌｅｓ ａｎｄ ｍａｎｄａｔｏｒｙ ｄｉｓｃｌｏｓｕｒｅ ｒｕ１ｅｓ ｉｍｐｒｏｖｅ

１． は じ め に

本論文の目的は， 情報開示
ルール が企業による

私的情報の測 定・開示に与える影響について， ゲ

ーム論実験からの証拠を提示することにある。 こ

れまで会計学お よび経済学文献において， 市場に

お け る 情 報 非 対 称 と そ れ に と も な う 逆 選 択

（ａｄｖｅｒｓｅ ｓｅ１ｅｃｔｉｏｎ） を 緩 和 す る た め に，
情 報 優 位

にある経済主体から自発的に情報開示させる条件

を検討 した理論研 究が多数発 表されてきた’）。 さ

らにそれら理論研 究の蓄積をうけて， その
主張を

実験室実験にお いて検証 した研究結果が報告さ れ

ている。 しかし，
これら実験研究はいず れも測 定

された私的情 報を所与と して， 外部利害関係
者へ

の伝達に関する 意思決定に焦点をあてており，
企

業が私的情 報を測 定するイ ンセンティ ブを検討 し

た実験研究 は報告されていない。 本論文は， この

観点から， 代 替的な情 報開示 ルー ルのもとで企業

が どのよ う に私 的情 報の測 定と 開示 を 決定 する

か
，
さらに情 報開示ルールが市場における効率性

に どのよう な影響を及ぼすか， につ いて実験モ デ

ルを提 示 し， その予想 を検証する。

以下， 次節 において実験モデルの基本的仮定を

提示 し， ３つ の代 替的情報開示 ルールのもとで予

想される逐 次均 衡を明らかにする。 これをうけて

３節では実 験手続き， 実
験パ ラメ ータの設定を記

述する。 ４節 で実験結果を述べ， 最終節において

実験結 果を要 約する。

＿ １１ ＿
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２． 実 験 モ デ ル

実験モデルは市場 において 資産を取り引きする

２人 のリスク 中立 的な プ レイ ヤ ー （企 業と 投資

家） からなる。 資産には３タイ プあり， いず れも

等 しい確率 で生じる （θ∈ ｛Ｚ， ｍ， ん｝
）。 タイ プ

θ の 資 産 に つ い て 企 業 は 評 価Ｓθ（ＳＫ Ｓ。 く 舳） を，

投 資 家 は 評 価 〃 （わ’く わ”．くわ乃） を 与 え る。企 業 は 取

引 に先立ち，
資産タイ プを測 定する か否かを選択

する。 ただし， タイ
プθを測 定できるのは企業 だ

けであり， 投資家はタィ プθを 観察す る
こと も
，

企業 がタイ プを測 定 したか を知 る こと もで き な

い。資産タイ プθの測定について 選択 した企業は，

投資家 に対して資産タイ プの集合｛Ｚ， ｍ， ん｝の部

分集合をメッセー ジと して開示す る。 企業の情 報

開示ａをう けて， 投資家
は資産 の取引 価格ρθ（〃

くρ。く 〃） を 企 業 に 提 示 す る。
た だ しＳθくρθく わθ

お よ び， 〃 く 亙（ｓ）く ρ㎜ く 亙（わ）く 〃 が
成 り 立 つ も

のとす る。 ここ で亙（ｓ）は企 業 が資産 につ いて
与

える評 価の期待 値を， 亙（わ）は投 資家 の評価 の期

待値を示す。 投資家か ら価格提示 をう けた企業 は

その受諾または拒 否を 決定する。 企業が受諾 して

取引 が成立するなら ば，
投 資家 は利得ｅ＋わｒ 〃

（ゴ， ノ ∈｛Ｚ， ｍ， ん｝
） を
，
企 業 は 〃 を 得 る。 企 業 が

拒否する ならば投資家は利 得ｅを，
企業は∫５を得

る。 こ こ で ｅ は， 取 引 の
成 立・不 成 立 に か か わ り

なく投 資家に与えら れる 正の定 数である。

本実験で検討する３つの代替的情報開示ルール

のうち第１のルー ルは， 資産タイ プを測定する か

否かに関わりなく，
企 業が投 資家に対 して同 一の

メ ッ セ ー ジ ｄ ＝｛ｚ， ｍ， ん｝
を 伝 達 す る こ と を 要 請

するものであり， 実質的に
企業 が情報開示 できな

い 状況を設 定する （制度ＮＣ）。 この ルー ルに も

と づくモ デル を展開 形で示 したの が図 １ であ る

（企業による 情報開示の 選択は省 略 して 示 して い

る）。 こ の ル ー ル の 下 で は，
パ ラ メ ー タ に 依 存 し

て ２つ の異なる逐次均衡 が予 想される。 その第１

は， （わｍ
＋ 〃）／２ く ρｍ の と き タ イ ブＺ の 資 産 の み

が市場 において取引 がさ れる均衡である。 企業は

資産タイ プを測定し， 投資家は価格〃を提示す

る。 これに対 して測定 した 資産タイ プがｍ または

んであ る企 業は， 投 資家の提 示価 格〃 を拒否 し，

資 産タイ プがｚで ある企業 のみが受諾 する。 予想

さ れ る 第 ２ の 均 衡 は， （わ。 十 〃）／２ ＞ρ。 が み た さ

れる ときタイ プｚとｍの資 産が取引さ れる均衡 で

あ る。 企業 は資 産タイ プを測 定 し， 投 資家 は 仰

を提 示する。 これに対 して資産タイ プが〃である

企業は提示価 格ρ。を拒否 し， 資産タイ プがｚま た

はｍ である 企業は受諾する。 いずれの逐 次均衡 に

お いて も，
高 水準 の資 産タイ プの取引 は 成立 せ

ず， 逆選 抜が
生 じること が予想さ れる。

第２の情報開示 ルー ルは， 企業の虚偽報告を規

制 する ルールである （制度ＡＦ）。 この ルー ルの下

では， 企 業は真 の資産 タイ ブが含まれる か ぎり，

任 意のタイ プ集合を 開示 できる。 ただし， タイ プ

を 測 定 し な か っ た 企 業 は メ ッ セ ー ジ ｄ ：ｌＺ， ｍ，

ん｝ を 開示 しなけ ればな らない。 こ のとき， 企 業

はつ ねに資産タイ プを測 定し，
知り得た真のタイ

プが最 低水準となるよう なタイ プ集合を開示する

逐 次均 衡が予想さ れる。 これをう けて投資家は企

業 のメ ッ セー ジａに 含ま れる 最 低水準 の タイ プ

ｍ１〃（ｄ）が， 真のタイ プであると いう 信念 にもと

づいて価 格ρ・舳）を提示 する・ この とき企業 は拝

示価 格をつねに受諾す ると予想されるから， すべ

ての資産タイ プにつ いて取引が成立する。 したが

っ て， 虚偽報告規制 ル
ールの下で得られる市場の

効率性は， 私的情 報を伝達することができないル

ー ルと比 較 して 大きく なると 考えられる。

第３の情報開示 ルールは，
企業が資産タイ プを

測 定したとき， そ の真のタイ
プθのみを含むメ ッ

セー ジを強制 的に 開示 させる （制度 ＭＤ）。 も し

測定 しな ければ企業 はａ：｛ｚ， ｍ， ん｝を伝達する。
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＾
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｛

ρ

測 せ ず
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ρ

（ 企 業 ， 投
資 家 ）

（ 〃 ，
６・ ・ μ

十 ｅ ）

（ ＾ ， ｅ ）

（ ｛ ， か・ ＾ 十ｅ）

（ ふ ， ｅ ）

（ ρ ， 山 一ρ 十ｅ）

（ 心 ， ｅ ）

（ 〃 ， かパ 〃 十 ｅ）

（ ふ ， ｅ ）

（ ＾ ， ６パ ＾ 十ｅ）

（ ふ ， ｅ ）

（ ρ ，
＾ 一 ρ 十 ｅ ）

（ ＾ ， ｅ ）

（ ハ ，
＾ ・ 〃 十 ｅ ）

（ 止 ， ｅ ）

（ ＾ ，
６馬 一 ＾ 十 ｅ ）
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＾ ・ ρ 十 ｅ ）

（ ＆ ， ｅ ）
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（ 山 ， ｅ ）
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十 ｅ ）

（ 山 ， ｅ ）
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６
・ ・ ρ

十 ｅ ）

（ 山
，
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（ 〃 ，
６１一 〃 寺 ｅ ）

（ 続 ｅ ）

（ ＾ ， ６１一｛ 十 ｅ）

（ ふ ，
ｅ ）

（ ρ ，
ム ・ ρ 十 ｅ ）

（ ６ ， ｅ ）

（ ハ ＾ 一〃 十 ｅ）

（ 損 ， ｅ ）

（ ρ・ ，
か ・ ρ馬

十 ｅ ）

（ 識
，

ｅ ）

（ ρ ，
ム ・ ρ

十 ｅ ）

（ ふ ， ｅ ）

図 １． 制 度 ＮＣ の 展 開 形
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こ の と き
，
Ｍａｔｔｈｅｗｓ ａｎｄ Ｐｏｓｔ１ｅｗａｉｔｅ （１９８５） の

分析 と同じく，
パラメー タに依存 して２つの異な

る逐 次均衡 が予想 される。 （〃・〃）／２ ＞ρ。な ら

ば
，
企業はつね に資産タイ プを測定 し， 真のタイ

プのみを含むメッセ ージを投資家に開示する。 こ

れに対して （〃・〃）／２＜ρ。な らば， 企 業が
資産

タ イ プ の 測 定 を せ ず メ ッ セ ー ジ ａ ＝｛Ｚ， ｍ， ん｝を

開 示 す る。 ∂ ＝｛ｚ， ｍ， ん１
を 伝 達 し う る の は， 資

産タイ プを測 定しなかっ た企業だけであることを

投資家は知っている から， 事前の信念に し
たがっ

て価 格ρ。を提示す る。 ２つ の逐 次均衡は 企業の

測定について全く 逆の選択を予想するものの， い
’

ず れも任意の資産タイ プについて取引が成立する

こと を予想する から，
制 度ＮＣに比べて 市場の効

率性 を大きくす るものと 予想さ れる。

３． 実 験 方 法

実験は， ３つ の
情報開示ルールと２つのパラメ

ータ集合 からなる ６つの組み合わせを２回ずつ繰

り 返して合計１２回の実験セッ ションを実施 した。

表１ に示 した２ つ の 実 験パ ラメ ー タ の 集合 は，

Ｆｏｒｓｙｔｈｅ， Ｌｕｎｄ
ｈｏ１ｍ ａｎｄ Ｒｉｅｔｚ （１９９９） の 実 験 研 究

が設定 したものと 同じである。 各実験セッショ ン

は４名の参加 者２）か らなり，（１）実 験参加 者へのイ

ン ス ト ラ ク シ ョ ン・）， （２）３０ 回 の 試 行， （３）ゲ ー ム

の 成績 に応 じた 金銭 報酬 の 支払い か ら構成 さ れ

る 。

試行のはじめに実験者は４人の参加者を２組 の

ペ アの どち らかに割り振り，
各ペアの中でだれが

企業また は投資家 を担当する かを決める４’。 続い

て，
各ペアの企 業プレイ ヤーに， ３つの資産タイ

プのう ち，
どれが真のタイ プであるかについて情

報を入手 したい か， または したくないかを実験者

に意思表示をす る機会が与えられる。 情報入手を

選択した企業 プレイ ヤーには，
その試行で用いら

れる資産タイ プの記号を記 したカー ドが実験者よ

り 提示され， そう でない企業プ レイ ヤーには白紙

のカー ドが提 示さ れる。

情報 伝達 が でき ない ルール （制 度ＮＣ） では，

企業 プレイ ヤ ーによ る情 報入 手選択 につづいて，

投 資家プ レイヤー が３つの取引価格からひとつを

選んで， こ れを 実験者に提示する。 実験者はその

投 資家プ レイヤー とペアとなっている企業プレイ

ヤー に対 して，
投 資家プレイ ヤーの選択を知らせ

る。 これにもと づいて企業プ レイ ヤーは， 受諾ま

たは拒否のいず れかを選択 し， その
試行でのプ レ

イ ヤー の利得 が決 定する。 このルー ルの下で は，

パ ラメ ータＩ のとき タイ プｚの資産の取引 だけが

成 立 し， パ ラ メ ー タ Ｉ の と き に は タ イ プｚお よ び

タイ プｍの資産 の取引が成立する均衡が生 じるこ

とが予 想さ れる。

虚偽 報告規 制ルー ル （制 度ＡＦ） では， 情 報入

手の選択に 続いて， 企業 プレイ ヤーがメ ッセー ジ

を伝達する。 メ ッセージは資産タイ プを示す記号

Ｚ， ｍ， ん を 組 み 合 わ せ た 集 合 で あ る。
た だ し

，
企

業プレイヤー がタイ プを知ったときには， そのタ

イ プをメッセ ージに含めな ければならない。 この

表 １． 実 験 パ ラ メ ー タ
‡

ｅ ｓ’ ｓｍ 舳 〃 ρ〃 〃 わ１ わ川 加

パラメ ータ Ｉ ３５０

ノくラ メ ー タ ｎ ３５０

０ ２５０ ５００

０ ２５０ ５００

２００ ４５０

２００ ３００

６００ ２５０ ５５０ ８５０

６００ ２５０ ５５０ ８５０

傘
ｅ は 取 引 の 成 立 ・ 不 成 立 に か か

わ り な く 投 資 家 に 与 え ら れ る 利 得 を 示 す。 ｓθは 資 産 タ イ プ が θ ∈ｌＺ， ｍ，
乃１で あ る 資 産 に

対 する 企 業 の 評価 を示 す。 ρθは 資 産 タイ プθ で あ る 資 産 の 取り 引 き 価 格 を 示 す。 わθは 資産 タ イ
プ が θで あ る 資 産に 対 す

る 投 資家 の 評価 を 示 す。
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とき， 企業プレイ ヤーはタイ プ情報を入手する 選

択肢をとり， 知り得
たタイ プがメッセー ジに含ま

れる最低水準と なるような情報 開示ａをすると予

想さ れる。 これに対し投資家プレイ ヤーもまたメ

ッセ ージに 含まれる 最低水準 のタイ プｍゴ〃（ａ）が

真 の タ イ プ で あ る と 予 想 し て 価 格ρ・１・（・）を 提 示 す

ると予 想さ れる。

強制 的情報開示 （制度ＭＤ） のとき，
企業プ レ

イヤーは資産タイ プの情報を入手したなら ば， そ

の記号 のみを含 むメ ッセー ジ｛θ｝を 伝達 しな けれ

ば な ら な い。 も し 入 手 し な け れ ば ｌＺ， ｍ， ん１を 伝

達 す る。 こ の ル ー ル の 下 で は， パ ラ メ ー タ Ｉ の と

き企業プレイ ヤーは資産タイ プにつ いて 無知 であ

る方を選択 し，
パラメータＩのときタイ プ情 報を

入手 する 方を 選択 する 均衡 が生 じる と予想 さ れ

る
。

４． 実 験 結 果

４．１ 市 場の効 率性に関 する 結果

本実験では， 投資家
プレイヤーの提示価格を企

業プレイ ヤ ーが受 諾 して取引 が成立 するな らば，

資産タイ プを所与と して生 じ得る最大の利得合計

を参加者ペア が獲得する。 したがって， も しその

情 報開示 ルー ルが市場において効率的な結果をも

た らす ならば， 企業の受諾頻度がセッションの全

取 引回 数に 占め る比 率 が大き くなる と 予想 さ れ

る。 こ れにもと づいて各情報開示ルールで得ら れ

た比 率を示 したの が表２である。

表２にも とづいて， 制度ＡＦと制 度ＭＤ で得 ら

れた効 率的な取引 の比率 を， それぞ れ制 度ＮＣの

比率と比較する ために，
パラメ ータ ごとに比率の

差の検定 （片側 検定） を行ったところ， い
ずれも

有意に大きいことを示 した （いずれもρく．００００１）。

この実験緒果 は， 虚偽報告規制ルールと強制的情

報開示ルー ルがと もに，
私的情報の伝達ができな

いルールにおける逆選抜を緩和 することを示唆 し

て い た。

４．２ プ レイヤ ーの意思 決定に関 する結 果

情 報開示ができ ないルー ル （制 度ＮＣ） にお い

て，
企業 プ レイ ヤ ーは 資産 タイ プの 情報 を入 手

し， これに対 して投資家は
パラメータ Ｉのとき価

格 〃 を， パ ラメー タＩの とき価 格ρ。を 提示す る

ことが予想された。 これにもとづいて 企業プレイ

ヤー がタイ プに関する情報を入手 した頻 度を求め

た ところ， ２４０回の選択機会 すべてにお いて情 報

を入 手す る選択をしていた。 さらに投資家 プレイ

ヤーによる価 格提示 をみると， パラメータＩのと

き に価 格〃 を提示 した頻 度は１２０回の 決定のうち

６６回 （５５％），
パラメータ Ｉのとき に価格ρ。を提

示 し た 頻 度 は ７７ 回 （６４％） で あ っ た・。 ２ 項 検 定

（片側検 定） によ れば， こ れらの結 果は投 資家 プ

レイ ヤー が無作為に価格を 選択して提示 していた

と いう 帰無 仮説 を 棄却 して いた （いず れ もρ ＜

．
ＯＯ０１）

。

強制 的情報 開示ルール （制度ＡＦ） では，
企業

プレイ ヤーはつねに資産タイ プに関する情報を入

手 し， 知り得
たタイ プが最低水準 となるよう なメ

ッセージの集合を開示すること が予 想された。 実

験 デ ー タ に よ れ ば， 制 度 ＡＦ の 実 験 セ ッ シ ョ ン に

おいて， 企業プレイヤー は２４０回の選択 機会のう

ち５回をの ぞいてすべて資産タイ プについて情報

を入手する選択を しており， 予想と 整合的な結果

を し め し た。 さ ら に，
資 産 タ イ プ が ｍ で あ る こ と

を知っ た企業 ブレイ ヤーのう ち９３％ （＝８１／８７）

が， また， 資産タイ プがんで あることを知っ た企

業 プレイ ヤーのう ち９３％ （：７１／７６） が予 想に

合致 したメ ッ セー ジを 伝達 して いた。 ２ 項検 定

（片 側検定） によ れば， こ れらの比 率は，
企 業プ

レイ ヤーがルールの認めるメッセー ジ集合から無

作為 に選択 していた場合に予想さ れる 比率よりも

＿ １５ ＿
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表２． 市場の効率性に関する
実験結果

調 整 前ａ 調 整 後ｂ

ＮＣ ＡＦ ＭＤ ＮＣ ＡＦ Ｍ Ｄ

パ ラメータ Ｉ

パ ラメ ータ Ｉ

．
５２

．
９３

（６２／１２０） （１１２／１２０）

．６５ ．
９４

（７８／１２０） （１１３／１２０）

．
９１

（１０９／１２０）

．
９０

（１０８／１２０）

．
３１

．
９１ ．８７

（２５／８１） （７８／８６） （６６／７６）

．
２６

．
９５

．
９０

（１２／４７） （３８／４０） （３５／３９）

ａす べて の 資 産タ イ プ （Ｚ， ｍ， ん） を 含 め た
とき の 比 率 ；

ｂパ ラメ ー タ Ｉ の とき タイ プｍ と タイ プカ の資 産 に つ いて 企 業 プ

レイ ヤ ー が受 諾 した 比率 を、 パ ラメ ー タ Ｉ のと き タイ プ乃の 資産 につ い て、 企 業 プ レイ ヤー が 受 諾 した 比 率を 示 し て いろ。

企 業 プレイ ヤー と 投 資 家 ブ レイ ヤ ー が とも に 資 産タ イ プを 知っ て い る な ら ば任 意 の 資 産 タイ ブに つ いて 取 引 が成 立 す る と

予 想 さ れ る。 こ れ に 対 し て、 制 度 ＮＣ で
は パ ラ メ ー タ Ｉ の そ き タ イ プ ｍ と タ イ プ 〃 の 資 産 の 取 引 が、 パ ラ メ ー タ Ｉ の と き

タイ ブｈ の 資 産の 取 引 が 成 立 し な いと 予 想 さ れ る。 制 度 ＮＣ に お い て この 逆選 抜 が生 じた と き に、 企 業 プ レイ ヤ ー が 受 諾

しな い （取引 が成 立 しな い） と予 想 さ れ る 資 産タ イ プ の み を使 っ て 比 率 を 求め た。

有 意 に 大 き い こ と を 示 し て い た （い ず れ も

ρ ＜．０００１）。 し
た が っ て， 資 産 タ イ プ を 測 定 し た

企業 プレイ ヤー が， メッ
セ ー ジを開 示す ると き

に， 知り得た真のタイ プが最低 水準
となるよう な

メ ッセー ジを選択するという予想 と整合的であっ

たと考えられる。 一方， 企業 プレイ ヤー の情 報開

示を所与として， 投資家 プレイヤー がそのタイ プ

集合に含ま れる 最低水準のタイ プに対応 した価格

仰 。（ａ）を 提 示 し て い た 比 率 は， パ ラ メ ー タ Ｉ の と

き ９５％ （１１４／ １２０） で あ り， パ ラ メ ー タ ＩＩ の と

き ９８％ で あ っ た （１１７ ／ １２０）。 こ れ ら の 結 果 よ

り， 虚偽報告規制ル
ールにお ける予 想と整合的な

選択 を実験 参加 者 はとっ て いた もの と考 え られ

る
。

実験モデルの予想と異なる 緒果を示 したのは強

制的情報開示ルー ル （制度 ＭＤ） であつた。 パ ラ

メ ータＩ のとき企業 プレイヤー はタイ プ情 報を入

手するものの，
パラメ ータＩのとき に情 報を入手

しない選択をすることが予想さ れた。 しかし，
実

験データによれば企業 プレイヤー がタイ プを測 定

し た 比 率 は パ ラ メ ー タ Ｉ の と き ９０％ （１０８／１２０），

パラメ ータＩの とき８９％ （１０７／１２０） であり， 設

定 したパラメ ータに関わりなく，
企業プレイ ヤー

は資産タイ プを測定 していた こと が明らかになっ

た。 し た が つ て 制 度 ＭＤ の 実 験 緒 果 は，
パ ラ メ ー

タＩについて の予 想と整合的であったものの，
パ

ラメ ータＩ に関する主張を支持 しなかったと考え

ら れ る。

５． お わ り に

本論文 は，
企業と投資家からなる２人ゲームを

分析 し， ３つの 情報開示ルールが企業の情報測定

と外部報告 決定に与える影響を実験検証 した。 １２

回の実験セッ ションから得られた検証結果は， 強

制的情報開示 ルールを除いて， 実験モデルの予想

を概ね 支持 していた。

私的情報 の伝達ができないルールの下では， 企

業プレイ ヤー が測 定した私的情報を投資家 プレイ

ヤーに開示でき ないため， 高水準の
資産タイ プの

取引 が成立 しなかっ た。 これは投資家への情報開

示 をともなわ ない私的情報の測定が， 市場の効率

性を低下させる ことを示唆 していた。 これに対 し

て虚偽報告規制 ルールと強制的情報開示ルールは

ともに市場 にお ける情報非対称を解消 し，
逆選抜

を緩和 する能力 をも つこと を示 した。

ただ し， 強制的情報開示ルールの下で， 企業 が

私的情報を測 定しないことが予想されたにもか か

＿ １６ ＿



企業の情報開示に対する情報開示ルールの影響 （野田）

わらず
，
実験で は企 業プレイ ヤーはほとん どつ ね

に情報を測定する 選択をしていた。 この理由と し

て考え られるのは， 企業プレイ ヤーがタイ
プを測

定 しなかったとき に到 達される情報集合にお ける

投資家の信念が，
逐次均衡 が要請する信念となっ

て い な か っ た と い う も の で あ る・）。 ま た， 企 業
プ

レイヤーが本実験の設定 した 金銭報酬からではな

く，
む しろ社会的文脈の中 で理解 されるべき規範

的要素 にもとづ いて選択 してい た可能 性もある。

本実験の参加者はいず れも， 会 計学を履修 し
た経

営学部学生または大学院生であっ た。 このような

共通した属 性をもつ参加者が， 情 報を測 定する機

会を与えられたときに， つ
ねに測 定する 方を選択

するよ うに 強く 動機 づ けら れて いた 可能 性 があ

る。 もしそう であるなら ば，
企業 プレイ ヤーは後

続の投 資家プレイ ヤーによる価格提示 に依存 しな

いで，
情 報を測 定する方を選択すると いう 安定 し

た緒 果が生 じる であ ろう。 こ の 可能 性に つい て

は， 他の属
性 をもつ 参加者 （他学部学生） による

追試実験を行い， 本実験
が得たのと同 じよう な定

型的行動が観察されるか調査する必要 であると考

え ら れ る。

また今後の研究課題と して，（１脂 報測 定と開示

にとも なう費用 や，（２）私的情報の開示 に付 随する

監査サー ビスの購 入決定，（３）企業による 資産タイ

プの 決定，
を考慮 して実験モデルを拡 張し， 本論

文の知見を どの程 度一般化できるか検 討すること

が必要である。

Ｆｏｒｓｙｔｈｅ， Ｌ ｍｄｈｏ
㎞ ａｎｄ Ｒｉｅｔｚ （１９９９），

野 田 （１９９９） が 含

ま れ る。

２） １２ 回 の 実 験 セ ッ シ ョ ン に 参 加 し た 延 べ 人 数 は ９ 名 であ る。

そ の 内 訳 は， 神 戸 大 学 経 営 学
部 生 ８ 名 （３ 年 生 ５ 名 と ４ 年

生 ３ 名） と 経 営 学 研 究 科 １ 名 か ら な る。 性 別 で は 男 性 ６ 名，

女性３名 で構成 されて いる。実験では 参加者を ４名と５名

の グ ル ー プ に 分 割 し，
各 グ ル ー プを ２ つ の パ ラ メ ー タ と ３

つ の 情 報 開 示 ル ー ル を 組 み 合 わ せ た ６ つ の 実 験 セ ッ シ ョ ン

に そ れ ぞ れ１ 回 ず つ 参 加 さ せ た。 な お，
実 験 所 要 時 間 は ２

時 間 か ら ２ 時 間 半 で あ り， 実 験 参
加 者 に 対 す る 金 銭 報 酬 は，

１ 回 の 実 験 セ ッ シ ョ ン に つ き １ 人あ た り 平 均 ２，
２００ 円 で あ

つ た。

３） 実 験 イ ン ス トラ ク シ ョ ン 用 紙 と 記 録 用 紙 は 筆 者 よ り 入 手 可

能 で あ る。

４） 参 加 者 の 組 み 合 わ せ と 役 割 は， 実 験 セ ッ シ ョ ン に 先 立 っ て

実 験 者 が 無 作 為 に 決 め た。 な お，
各 参 加 者 に は 他 の どの 参

加 者 と ペ ア に な っ て い る か 知 ら さ れ な い。

５） 例 え ば， 企 業 ブ レイ ヤ ー が タイ プ 情 報 を 入 手 し な か っ た の

を 観 察 し た 投 資 家 ブ レイ ヤ ー が， タ イ ブ １ に 確 率 １ を 与 え，

他 の 資 産 タ イ プ に確 率 Ｏ を 与 え る よ う な 信 念 に も と づ い て

価 格 提 示 を す る よ う な 完 全 ベ イ ズ 均 衡 （Ｐｅｒｆｅｃｔ Ｂａｙｅｓｉａｎ

ｅｑｕｉｌｉｂｒｉｕｍ） が 考 え ら れ る。

〈注〉

１） 自発 的 情 報 開示 研 究 の 理 論 分 析 と して はＧｒｏｓｓｍａｎ （１９８１），

Ｍｉ１ｇｒｏｍ （１９８１）， Ｊｏｖａｎｏｖｉｃ （１９８２）， Ｖｅｒｒｅ㏄ｈｉａ （１９８３），

Ｄｙｅ （１９８５）， Ｍａｔｔｈｅｗｓ ａｎｄ Ｐｏｓｔｌｅｗａ
ｉｔｅ （１９８５）， Ｊｕｎｇ ａｎｄ

Ｋｗｏｎ （１９８８）， Ｄａ ｍｕｇｈａｎｄＳｔｏｕｇｈｔｏｎ
（１９９０）， Ｗａｇｅｎ

ｈｏｆｅｒ

（１９９０）， Ｆｅ１ｔｈａｍ ａｎｄ Ｘｉｅ （１９９２） が 含 ま れ る。 ま た 実 験

研 究 と し て は Ｆｏｒｓｙｔｈｅ， Ｉｓａａｃ ａｎ
ｄ Ｐａ１ｆｒｅｙ （１９８９）， Ｋｉ㎎ ａｎｄ

Ｗａ１１ｉｎ （１９９０）， Ｋｉ㎎ ａｎｄ Ｗａ１１ｉｎ
（１９９１ａ）， 晴 ㎎ ａｎｄ Ｗａｌ１ｉｎ

（１９９１ｂ）， Ｌｙｎｃｈ ｅｃ 〃． （１９９１）， Ｋｉ㎎ ａｎｄ Ｗａｌ１ｉｎ （１９９５），

＿ １７ ＿
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土壌汚染の会計
λ㏄０ω耐 加ｇ 力ｒ 〃０か０π㎜ｅ耐α７ 此 ｍ ωα抗０η 〃αω 胱ゴｅ８

阪 智 香（関西学院大学商学部）

α 励ｎ∫ｎ加

要 約

わ が国 に お いて、 土 壌 汚染 の 実 態 が明 ら かに な り始 め、 企 業に と っ て は 巨額 の 浄 化 債務 の 負 担や 資 産価

値 の下 落 等 が 深刻 な 問 題と な っ て いる。 し か し、 こ れら の 土 壌汚 染 に 関 わる 環 境 負 債 や減 損 に つい て 扱う

会 計墓 準 が 存 在 しな い た めに、 企 業 が抱 える リ ス ク が財 務 諸 表上 に 適 切 に反 映 さ れ て い
な い と いう 問 題 が

生 じて い る。 そこ で 本 稿で は、 過 去の 事 業活 動 に 関連 して 生 じた 土 壌 汚 染に 対 す る 環境 負 債 お よぴ 減 損 の

問 題に つ い て 論 じて い る。 ま ず、 既存 の 会計 基 準 にも と づ いて 環 境 負 債 お よぴ 減 損 を会 計 処 理 する 際 の留

意 点を 示 し た上 で、 既 存 の会 計 基 準を 前 提と した 会計 処 理 に は
多 く の 判 断を 伴 な い、 カ

’つ、 土 壌汚 染 等に

特 有の 不 確 実 性 が適 切 に反 映 さ れ ない、 また、 負 債の 計 上 と 減損 と の 区 分
が明 ら か にさ れ て い ない と いっ

た 問題 点 を 指摘 して い る。 そ の 上で、 環 境負 債 の 認識 ・ 測 定、 およ ぴ、 環境 問 題カ
’ら 生 じた 減 損の 会 計処

理 を 包括 的 に 扱 う 独 立 した 会 計 基 準 の必 要 性 を提 案 して い る。
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Ｉ 土壌 汚染 の実 態と企 業への 影響

１． 土壌汚 染の実態

最近、 わが国において土壌汚染の問題
がにわ か

に注目さ れて きてい る。 汚 染の現 状について は、

土壌 環境 基準 が定められている重金属と有機塩素

化合物によ る汚染 が全 国で 計３２万カ所 以上に及

び、 土壌 汚染対策にかかる
費用は、 土壌汚染調査

費用 が２兆３，０００億円、
土壌汚染 浄化費用 が１１兆

円 の 合 計 １３ 兆 ３
，
０００億 円 と 推 定 さ れ て い る’）。 こ

れらは、 過 去２０～３０年も前 に廃棄さ れた有害物

質によっ て進行してきた汚染 が、 土地の再開発等

による調査 で明 らかになっ たもの であり、 今後、

さらに被害の実態が明らかにな れば汚染箇所 数は

ますます増加 するも のと みられてい る。

現在のところ、 わが国には土壌汚染を直接規制

する 法律はないが、 自治体による指導、 厳格な条

例や 要綱の制定、 社 会的圧 力等により、 企業が汚

染 土壌の浄化・修復費用 を負 担 しなけれ ばならな

い ケ ー ス が 多 く な っ て い る２）。 ま た、 環 境 省 で は

２００２年 の国会 提出 を目処 にアメリ カのスー パー

ファン ド法に倣っ た土壌汚染防止法案の検討に着

手 し て い る よ う で あ る。 ス ー パ ー フ ァ ン ド 法 と

は、 土壌・地下水汚 染の汚染者責任を厳格に問う

法律であり、 浄化 を要求される責任当事者がきわ

めて広 範で、 遡及責任 や連帯責任が適用さ れるも

の で あ る ３）。

２． 環 境リス クの構 成要素

このような状 況の中で、 企業は様々な環境リス

＿ １９ ＿
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クに直面するよう になってきて いる。 ここで、 環

境リスクとは、 企業活動をとりまく 大気・水・土

壌・天然資源・動植物およ びそ れらの相 互関係に

関する、 事故発生の 可能性 （Ｒｉｓｋ
）、 その可 能性

の 潜 在 的 要 因 （Ｈａｚａｒｄ）、 事 故 そ れ 自 体 （Ｐｅｒｉ１）、

事故 発生の 結果生 じる価 値喪 失 （Ｌｏｓｓ） の 全て

を包含す るものである。

例え ば、 土壌汚染の原因
となる有 害物質が持つ

固 有 の 有 害 性 が Ｈａｚａｒｄ で あ り、 そ れ が 地 下 水 等

によっ て拡散する ことによって人体や生 態系 に悪

影響を 及ぼす可 能性 がＲｉｓｋ、 実際 に起き て しま

っ た 汚 染 が Ｐｅｒｉ１ で、 そ の 経 済 的 損 失 が Ｌｏｓｓ と い

う こ と に な る４）。

は、 企 業がこのような重大な環境リスクに直面 し

ている場 合であっても、 それが財務諸表上に反映

されず、 そのことによって会計情報が企業の経済

実 態を 適切 に示 して い ない ことも あっ た。 そこ

で、 以 下で は、 汚染 土壌 に 関する 浄化 ・ 修復責

任、 汚染資 産の価 値下落の 問題に焦 点をあて て、

その環境負 債・環境偶発債務およ び環境問題によ

る資産の 減損といった財務会計上の諸問題につい

て取り上 げる こととする。 これらの会計処理につ

い て は、 主 と し て 国 際 会 計 基 準 （Ｉｎｔｅｍ ａｔｉｏｎａ１

Ａ ㏄ ｏｕｎｔｉｎｇ Ｓｔａｎｄａｒｄｓ，
ＩＡ Ｓ） に も と づ い て 考 察

し て い る。

Ｉ 環 境負債 の会 計

３． 企業 への影響

また、 企業をとり まく環境 リスク の種類 には、

リ ー ガ ル リ ス ク、 マ ー ケ ッ ト リ ス ク、 イ メ ー ジ リ

スク等がある。 リー ガルリ スクは、 法 的要件の逸

脱に伴うリスクおよ び法的要件の強化 に伴うリ ス

ク で あ る。 マ ー ケ ッ ト リ ス ク は マ ー ケ ッ
ト 動 向 に

よ る リ ス ク、 イ メ ー ジ リ ス ク は 企 業 イ メ
ー ジ の 低

下 に よ る リ ス ク で あ る。

例え ば、 土壌や地 下水の 汚染 が発覚 した場合、

企業は、 損害賠償、 法令違反に伴う罰 金、 操業停

止、 土地 取得や企業買 収に伴 う環 境負債 の継承、

法規制強化による 浄化や修復責任、 環境 設備 投資

と い っ た リ ー ガ ル リ ス ク に 直 面 す る。 ま た、 汚 染

資産の資産価値下落や暇疵担保責任と いったマー

ケ ッ ト リ ス ク、 お よ び、 不 買 運 動、 雇 用 や 資
金 調

達の困難といった社会的信用や事業 に影響するイ

メ ー ジ リ ス ク に も 直 面 す る こ と と な ろ う５）。

このような現状において、 投 資家は、 土壌汚染

が企業の財政状態や経営成績に どのよう な影響を

及 ぼすかについて、 また、 債権 者は、 土地を担保

と した融資が回 収不 能と なる可 能性等 について、

関心を寄せるよう になっている。 しかしこれまで

１． 環境負債 の存在

土壌汚 染に関する環境負債とは、 当該土壌・地

下水の浄化・ 修復に要する将来の支出で、 負債の

認 識 規準 を 満 たす も の で ある。 負 債 に つ いて、

ＩＡＳＣ 概 念 フ レ ー ム ワ ー ク で は、 過 去 の 事 象 か ら

発生 した特 定の 企業の 現在の 債務 （ｏｂ１ｉｇａｔｉｏｎ）

で あ る と し て い る。 こ こ で、 債 務 と は、 あ る 一 定

の方法で 実行または遂行する責務も しくは責任で

あり、 これは 法的に 強制 さ れる 場合もある が、通

常の取 引慣行、慣習 も しく は良好な取引 関係を維

持 し、また は公正と みなさ れる ように 行動 したい

と い う 要 望 か ら も 生 じ る も の で あ る６’。

さ らに、 ＩＡＳ 第３７号 「引 当 金、 偶発 債務及 び

偶 発 資 産 （Ｐｒｏｖｉｓｉ㎝ ｓ，
Ｃｏｎｔｉｎｇｅｎｔ Ｌｉａｂｉ１ｉｔｉｅｓ ａｎｄ

Ｃｏｎｔｉｎｇｅｎｔ Ａｓｓｅｔｓ）」 で は、 現 在 の 債 務 を 生 じ さ

せる事象と して、 法的債務と推定債務をあ げてい

る。 ここ で推定債務とは、 確立さ れている過去の

慣行、 公表済みの方針または十 分かつ具 体的な声

明によっ て、 企業が他の利害関係者に一 定の責任

を認める ことを明らかに し、 その結果、 当該 企業

がその 責任 を果たすであろうとの正当 な期待 を利
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害関係者に抱かせる場合に、 企業の行動から導き

だ さ れ る 債 務 と さ れ る７）。 し た が っ て、 法 規 制 に

よって要求さ れなくとも、 企業 が自らの環境方針

によって環境に配慮 し、 また は浄化を実施するこ

と を環境 報告 書等 にお いて 公言 して い る場 合 に

は、 それを実施するために将来 必要
となる環境 支

出を環 境負 債と して認識す ること が必要 となる。

２． 環 境負債の認 識

土壌 の 浄化・ 修復 作業 は通 常 長期 間に 及 ぶた

め、 将来の支出時期や金額に不確 実性を伴うこと

が多く、 また、 浄化方法の変更や 浄化 技術の進歩

によっても影響を受ける。 そのため、 法律にもと

づいて負 担金額が確定される場合を 除き、 引当金

に該当 するか どう かが 論点と なる。ＩＡＳ 第３７号

では、 引 当金の認識要件と して次の３つ をあげて

い る ８）。

（ａ）企業 が過去 の事 象の 結果 と して、 現在 の （法

的また は推定） 債務 を有 している こと。

（ｂ）債 務の 弁済の ため に経 済的便 益 を有 する 資源

の流 出を要 求される可 能性が高 いこと。

（Ｃ）債務 の金 額につ いて信 頼 性の 高い 見積 り がで

き る こ と。

実際の認識時点は、 浄化・修復の対 象となる土

壌 の種類や状態によって異なるが、 例 えば、 訴訟

や補償請求の査定によって、 過去の事 象が原因で

当該企業が修復活動に参加する責任があると宣告

された時点、 または、 そ の可能性が高くなっ
た時

点 な ど が あ げ ら れ る９）。

なお、 上記の引当 金の要件を満たさない場合に

は、 偶 発債 務 に該 当す る か どう か につ いて判 断

し、 該当 する場合には 開示 が要求されることとな

る。ＩＡＳ 第３７号 では、 引 当 金と偶 発債務の 相違

を図表１のよ うに 示 して いる。

ＩＡＳ第３７号で は、 偶 発債務 と して、 「可 能性が

あ る債 務」 に加 えて、 「現在 の債 務」 であっ て、

債務履行のために将来の経済的便益を有する資産

の 流出 が要 求さ れる 可 能性 が高 く ない か、 ま た

は、 十分 に信 頼可能な測定 ができないという 理由

で貸借対照 表に計上されな かっ た債務も含めてい

る。 土壌 浄化 ・ 修復 に 関す る将 来 支出 につい て

は、 現在の債務 であるにもか かわらず、 測 定が困

難であるため に開示されてい ないものが多 かっ た

が、 偶発債務 の範囲が広がった こ
とにより、 これ

らの環境偶発 債務の開示が改 善されることとなろ

う。

ま た、ＩＡＳ 第３７号で は、 偶 発債務 の種類 ごと

に、 偶発債務 の性質の簡潔な 説明と、 可能であれ

ば、 偶発債務 の財務的影響額、 資源流出の金額と

時期に関する不 確実性の兆侯、 払戻 しを受ける可

能 性 を 開 示 す る こ と を 要 求 し て い る１０）。 環 境 偶 発

債務について も、 これらの項 目について、 経営者

図表１ 引当盆と偶発債務の相違

過 去事 象 の 結 果と して、 （ａ）現 在 の 債務 ま た は （ｂ）完 全 に 企 業の 支 配 外 にあ る 一 つ 以 上 の 不 確 実な 将 来 事 象 の 発生 ま た は

不 発生 に よっ ての み そ の 存在 が確 認 で き る 可 能性 あ る 債 務、 の 履 行 によ り 将 来 の 経 済 的便 益 を 有 す る 資 源 の流 出 が 起 こ

る かも しれ な い場 合、

可能性

負債

開示

現 在 の 債務 が あ り、 資 源 流 出 を 要 求

さ れ る 可能 性 が 高 い。

引 当 金 を認 識 す る。

引 当 金 に関 す る 開示 が 必 要。

可 能 性 の あ る 債務 ま た は 現在 の 債 務

が あ り、 資 源の 流 出 を 要 求 さ れる か

も しれ な い が、 要求 さ れ な い可 能 性

が 高 い。

引 当 金 を 認 識 し ない。

偶 発 債 務 の 開示 が必 要。

可 能 性 の ある 債 務 ま た は現 在 の 債 務

が あ り、 資 源の 流 出 が 要 求さ れ る 可

能 性 が希 薄で あ る。

引 当 金 を 認 識 しな い。

開 示 も不 要。

出 所） Ｉｎｔｅｍａｔｉｏｍ１ Ａｃｃｏｍｔｉｎｇ Ｓｔａｎｄａｒｄ Ｎｏ．３７，
“Ｐｒｏｖｉｓｉ㎝ｓ，

Ｃ ㎝ｔｉｎｇｅｎｔ Ｌｉａｂｉ１ｉｔｉｅｓ ａｎｄ Ｃ ㎝ｔｉｎｇｅｎｔ Ａｓｓｅｔｓ，
” Ａｐｐｅｎｄｉｘ Ａ．
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の判 断を反 映した 開示がなさ れる べきで ある。

３． 環 境負債 の測定

土壌汚染に関連する環境負債の具体的な要素と

しては、 浄化 ・修復活動の直接的コス トや、 当該

活動に携 わる と予想される従業員 の人件費その他

の手当等 が含ま れる。 このような環境負 債の金額

は、 浄化活動 の方法、 保険等からの回収額、 浄化

活動の期 間、 浄化技術の進歩、 共同浄化責任者の

支払能力な どによって影響を受けるため、 前述の

認識 要件（Ｃ）の、 信 頼性の
高 い見積り を行う こと

が 非 常 に 難 し い と さ れ て い る。 こ れ に つ い て、 ＩＡＳ

第３７号 では、 例 えば、 新技 術の採用 や既存 技
術

の熟練、 新 法律の制定といった、 債務の弁済に要

する金額 に影響を及ぼすことが合理的に予測さ れ

る将来の事象 について、 十分に客観的な証拠があ

る場合に は、 引 当金額に反映さ
せなければな らな

い と し て い る。

ま た、 土 地の浄 化・修復作 業は１０
年や２０年と

いった かなりの長期間に及ぶこともあるが、 貨 幣

の時 間価 値の影響が重要な場合は、 引当
金の 金額

は債務の弁済に必要と見込まれる支出の現在価値

で な け れ ば な ら な い と し て い るｌｌ）。

な お、 ＩＡＳ 第 ３７ 号 で は、 起 こ り う る 緒 果 を 一

定の幅 で決定することが可能なら ば、 信頼性の 高

い見積り を行う ことができるとする立場をとっ て

いる。 ま た、 その場合は、 最善の
見積りによる 計

上 を 求 め て い る１２ノ。 た だ し、 見 積 り が 範 囲
を 伴 う

場合、 見積範囲の どの 金額 が開示される かによっ

て、 投 資家の判断にバイアスを与えるという 問題

が指摘さ れて いる’３）。 一般的に土壌 汚染の 場合、

汚 染 の状 況や 資 産の 状態 が個々 のケー ス で異 な

り、 類似の汚染資産 が存在 しないため、 最頻
値と

しての最善の見積 額を決定すること は極 めて困難

である。 そこで、 この よう
な不確 実性 に対 処する

ために、 「期待値」 による 見
積方法も 示さ れてい

る １４）
。

こ れらの現在価値や期待 値に関 して は、 国際会

計基準委員会で現在価値 プロジェク トが進行中で

あり、 わが国においても、
一部の金融商品や退職

給付偉務の測定に取り入 れられるように なってき

て い る。 ま た、 ア メ リ カ で は、 財 務 会 計 概 念 書

（Ｓｔａｔｅ ｍ ｅｎｔ ｏｆ Ｆｉｎａｎｃｉａ１ Ａ ｃｃｏｕ ｎｔｉｎｇ Ｃ ｏｎｃｅｐｔｓ，

ＳＦＡＣ） 第７号 「会計測 定にお けるキャ ッシュフ

ロ ー 情 報 と 現 在 価 値 の 利 用（Ｕｓｉｎｇ Ｃａｓｈ Ｆ１ｏｗ

Ｉｎｆｏｒｍ ａｔｉｏ ｎ ａｎｄ Ｐｒｅｓｅｎｔ Ｖ ａ１ｕｅｓ ｉｎ Ａ ｃｃｏｕｎｔｉｎｇ

Ｍｅａｓｕｒｅｍｅｎｔｓ）」 が２０００ 年 ２ 月 に 公 表 さ れ て い

る。 この概念書の中で、 環境 修復負債 が取り
上 げ

られ、 企業に活動の実施 を要求するよう な債務の

公 正 価 値 は、 期 待
キ ャ ッ シ ュ フ ロ ー ・ ア プ ロ ー チ

に よ っ て 見 積 る こ と が 述 べ ら れ て い る ’５）。

伝統的な測 定ア プローチ が、 最も発生可 能性の

高い最善の見積額を用いる のに対 して、 期待キャ

ッ シ ュ フ ロ ー ・ ア プ ロ ー チ は、 発 生 可 能 性 の 範 囲

およ びその 分布にもと づいて期待キャッ シュフロ

ー を算 定 し、 そ れをリ ス クに も
と づ き修 正 した

後、 無リスク 利子率で 割引く という もので ある。

伝 統的アプロー チは、 修復負債のよう な類 似の

資産・負債 が存在せ ず、 複雑な測 定上の問題を有

する項 目には有効 ではなかった。 そ こで、 対象と

なる将 来のキャッ シュフローを直接 分析 する期 待

キ ャ ッ シ ュ フ ロ ー ・ ア プ ロ ー チ を 用 い る こ と で、

時期 が不 確実で最 善の見積りを示す ことができな

いため に認識されてこなかった環境負 債の測定が

可 能 と な る。

さらに、 これまでの現在価値算 定ではリ スク 等

をす べて割引 率に反映させて しまう ために、 不明

確と なっ ていた測 定プロセスの 検証可能性を高め

る ことにもなる。 環境負 債の見積 りに範囲を伴う

場 合も、 このアプローチを用いる ことで、 見積範

囲のいずれかの金額を開示する ことから生 じる情

報利用 者のミスリ ー ドの可能性 も防 ぐことができ
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る
。

期待キャッ シュフローを用いて土壌・地下 水修

復のための環境負 債を測定するには、 まず環境負

債 の金額に影響 を及 ぼす諸 要素を 明らか にして、

すべての起こりう る緒果をそれぞれの確率 によっ

て加重平均 して見積 ることが必要である。 図 表２

では、 修復が必要と なる可能性
がある土壌の 範囲

を ２，０００
・ ４
，
０００ ・ ２０

，
０００ 立 方 ヤ ー ド、 支 出 が 要

求 さ れ る 可 能 性 の あ る 金 額 を １００ ・ ２００ ・ １０００

万 ド ル、 将 来 支 出 の 発 生 可 能 性 を ３０ ・ ６０ ・ １０ ％

と し、 同様に地下水 修復処理について
も、 処理期

間 を ２ ・ ４ 年、 金 額 を ２００ ・ ４００ 万 ド ル、
発 生 可

能性を４０・６０％と した 場合に 評価 した 結果を示

し た も の で あ る。

図表２で は割引 を考慮 していないが、 本来 は評

価された 金額５３０万 ドルを無リスク利子 率で割引

いたもの が環境負 債の測 定金額と なる。

４． 環 境負債の 潜在的 回収額の 考慮

環境負債の測 定に関してさらに考慮 しなけれ ば

なら ない こと は、 潜在 的 回収 額の 取り 扱い であ

る。 つま り、 潜在的回 収額が見 込ま れる場合 に、

その金額を環境負債と相殺すべきかどうかという

問題である。 環境負債 に関連する潜在的回収額と

しては、 土地の売却による 正味受取代金や、 第三

者からの 回収額 等をあ げること ができる。

土地等の売却から期待される受取代金につい

て、ＩＡＳ 第３７号 では、 資産 の予想売 却益 は引 当

金の測定にあたって考慮 してはならないと してい

る。 資 産の売却 による 回収額 を考慮す るな らば、

図表２ 土壌修復負債の評価例

土壌修復 地下水処理 金額 発生可能性 期待値

２ρＯＯ立 方 ヤー ド 処 理 ２年

１００万 ドル ２００万 ドル ３００万 ドル １８％ ５４万 ドル

発生 可 能 性３０％ ６０％

２，０００
立 方 ヤー ド 処 理４ 年

１００万 ドル ４００万 ドル ５００万 ドル １２％ ６０万 ドル

発 生可 能 性３０％ ４０％

４，ＯＯＯ
立 方 ヤ ー ド 処 理２年

２００万 ドル ２００万 ドル ４００万 ドル ３６％ １４４万 ドル

発 生可 能 性６０％ ６０％

４ρＯＯ立 方 ヤ ー ド 処 理４年

２００万 ドル ４００万 ドル ６００万 ドル ２４％ １４４万 ドル

発 生可 能 性６０％ ４０％

２０，ＯＯＯ立 方 ヤ ー ド 処 理２年

１ＯＯＯ万 ドル ２００万 ドル １２００万 ドル ６％ ７２万 ドル

発 生 可能 性１０％ ６０％

２αＯ００立 方 ヤ ー ド 処 理４年

１０００万 ドル ４００万 ドル １４００万 ドル ４％ ５６万 ドル

発 生 可能 性１０％ ４０％

計 １００％ ５３０万 ドル

出 所） Ｕ．Ｓ．Ｅｎｖｉｒ㎝ ｍ ㎝ｔａ１Ｐｒｏｔｅｃｔｉ㎝ Ａｇｅｎｃｙ， 吻 伽
加８ ｐｏ 伽 〃〃 励 凶７０〃ｍｅ 舳 川 ｏ舳 〃ｅｓ力ｒ Ｍｏηｏ８ｅ 〃 Ｄｅ 伽 ㎝一”ｏ灯〃ポ

Ａ Ｒ 〃ゴｅｗ ガ ルｏ〃ｏ〃ｅ πｃ乃〃 ψｅｓ（Ｕ．Ｓ．Ｅｎｖｉｒｏｎｍｅｎｔａｌ Ｐｒｏｔｅｃｔｉｏｎ Ａｇｅｎｃｙ， １９９６），ｐ．５８．

＿ ２３ ＿
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仮に売却による回収額がその修復費用を超える場

合には、 引 当金を設定する必要はない
と いう こと

にもなり かねないからである。 例え ば、 修復 活動

が行われて いる 土地の価格が上昇す れば、 引当 金

額が変動 し、 極端 な場合には負債が消滅する
とい

う 事態も生 じる か らである。

また、 過去に第三者と共有 していた土地 が汚 染

さ れていた場合や、 反訴または保険によって 第三

者 からの回 収が見 込まれるよう な場 合につ いて、

ＩＡＳ 第３７号で は、 ほ ぼ確実 に回 収できる 場合 し

か回 収額を認 識してはならないと している。 さ ら

に、 認識さ れる 回収額は引
当金の金額を超 えて は

ならず、 回 収額は引 当金から控除 して
はな らない

と し て い る。 ま た、 回 収 額 の 測 定 は、 負 債
金 額 の

測 定に用い られたものと同様の方法が用い られる

べ き と さ れ て い る１６〕。

なお、 環境負 債と次に述べる減損の二重 計上 は

回避されな けれ ばな らない。

皿 土壌 汚染 と滅損 会計

土壌汚染 が発覚した場合、 当該土地の資産価値

が下落すると一 般的には考えられている。 こ れに

ついて、 環境負債と 相殺後の純額でみた資産価 値

の低下という理解 であれば問題はないが、 土壌 汚

染を資産の減損と して会計処理することで、 環境

負債 の計上幸 免れる と理解さ れては ならない。

滅損とは、 物理的理由または経済環境の 変化に

より、 資産の 帳簿価額の
全額を回収すること がで

き なくなった ことをいう。 これを土壌汚染に 適用

する ことが不 適切で あるの は、 次の理 由による。

（ａ） 土地 は会 計上 減価 償却 がな され ない こと か

らもわ かる よう に、 投下 金額 である 帳 簿価 額

を回収する こと が意図さ れていな いこと。

（ｂ） 汚染土 地に 滅損 を認 識す れば、 当該 土地 を

浄化 ・修復す る義務 が認識さ れないこ と。

特に（ｂ）は重 要である。 減 損は、 資産か ら獲 得

さ れる将 来の 収入 の 減少 を認 識する も のであ る

が、 負 債は将来の支出 を認識するものであり、 こ

の両 者は 会 計上明 確 に区別 さ れな けれ ばな らな

い。 汚染が存在 している土地 は、 浄化または修復

しなければならないのであり、 減 損を認識するこ

とによって浄化・修復の義務 から免れる と理解し

てはならない。 したがって、 土壌 汚染が発覚した

場合は、 基本的には環境負債 が計上されるべきで

あ る。

ただ し、 次のような状 況にお いては、 汚染土地

に 関 連 し て 減 損 が 認 識 さ れ る こ と も あ り う る１７）。

（ａ） 売 却の ため に保 有 している 土 地に汚 染が 発

覚 した場 合で、 か つ、 売却 によっ て自 らの 浄

化ま たは 修復 責任 か ら完全 に逃 れるこ とが で

きる 場合 は、 汚染 が売 却に
一
よる 収入の 滅少 を

もた らしたと して減損 を認識する。

（ｂ） 土壌 汚染 の発 覚によ って 活動 を申 止 しな け

ればな らな い事 業体 に長期 的に 投資 を して い

た 場合 で、 かつ、 自 らが浄 化責 任を 問わ れな

い 場合は、 当該投 資の減損 を認識する。

減損の会計処理について は、 国際的に異 なる ２

つのア プローチ が存 在する。ＩＡＳ 第３６号 「資 産

の 滅 損 （Ｉｍｐａｉ㎜ ｅｎｔｏｆ Ａｓｓｅｔｓ）」 で１ま、 滅 損 の 兆

侯がある資産について、 帳簿価 額が回収可能価 額

を超えるときに、 回 収可能価 額まで帳簿価 額を切

り 下 げ る と し て い る。 一 方、 ＦＡＳＢ は、 ２０００ 年 ６

月 に公表 した公開草案 咽 定資産の減損・撤去お

よ び 処 分 活 動 に 伴 う 負 債 の 会 計 （Ａ㏄ｏｕｎｔｉｎｇ ｆｏｒ

ｔｈｅ Ｉ ｍ ｐａｉｒｍ ｅｎｔ ｏｒ Ｄｉｓｐｏｓａ１ ｏｆ Ｌｏｎｇ－Ｌｉｖｅｄ Ａｓｓｅｔｓ

ａｎｄ ｆｏｒ Ｏ ｂ１ｉｇａｔｉｏｎｓ Ａｓｓｏｃｉａｔｅｄ ｗ れｈ Ｄｉｓｐｏｓａ１

Ａｃｔｉｖｉｔｉｅｓ）」 の 中 で、 ＳＦＡＣ 第 ７ 号 の 期 待 キ ャ ッ

シ ュ フ ロ ー ・ ア プ ロ ー チ を 具 体 化 し て い る。 す な

わち、 保有・利用目 的の 資産の帳簿価額が公正価

値を上回る状態を滅 損と し、 資産の公正価値は期

待 キ ャ ッ シ ュ フ ロ ー ・ ア プ ロ ー チ を 用 い て 見 積 る

＿ ２４ ＿



土壌汚染の会計 （阪）

こ とを求め ている。 ただ し、 現実的 な理由 から、

将来キャッ シュフローの割引前総額が用い られて

い る １８）。

環境 問題に関連する減損であっても、 基本的に

は他の資産の滅損と同様に会計処理されるべきで

ある。 た だし、 環境 関連の投資を資産と して計上

する際の資本化の判 断規準との首尾一貫性が求め

ら れ る。

に適切 に反映 されて いないと いえる。

そこで、 概念フ レームワークや会 計基準に適合

しない現行の会計 実務 を改善させ、 企業 が直面 し

ている環境リスクをよ り適切に会計処理 し、 開示

す る 必 要 が あ る。 そ の た め に、 環 境 コ ス ト、 環 境

負債および環境問題から生じた減損を扱う首尾一

貫した認識、 測定、 開示 のための包括的な会計基

準が必要 な時期 に来て いると いえる。

〈注〉

ＩＶ’ 環境 会計 基準の必 要性

土壌汚染等 の浄化に係る環境負 債についてのこ

れまでの議論では、 ほと んどのケース で汚染の原

因が以前の土地所有 者であって汚染 責任 を明確に

することが困難である ことや、 環境負 債の測定に

多くの不確実性 が伴 い見積り が困難であることな

どが指摘 さ れる にと どまっ ていた。

しか し、 汚染 実態 の把握や法規制 の整備、 ある

いは、 土壌浄化の経 験が蓄積さ れつつ ある
ことを

背景と して、 浄化 金額 の算 定のた めの条件は整い

つつある。 土壌汚染の 問題が企業の財 政状態に多

大な影響をもた らしかねない中で、 すでに存在す

る 環 境 汚 染 に つ い て、 企 業 は、 そ の 浄 化 ・ 修 復 の

ため の環 境負 債 を財務 諸 表に 計上す る必 要 があ

る。 また、 土壌汚染の 問題
を単に土地の減損と し

て会計処理 して しまう ことのないよう に、 減損が

認 めら れる 状況 につ いても 明 らかに すべ き であ

る。

現状で は、 環境 コス トや環境負 債について、 既

存の会計基準 にも とづいて会計処理を行おうとす

れ ば、 該当する基準 を識別しなけれ
ばならず、 そ

の会計処理も煩 雑で、 かつ、 基準間で処理が首尾

一貫 していな いという 問題も生 じている。 ま た、

環境負債に特有の不確実性等の問題が考慮されて

いないため に、 基準 の解釈や適用 が
企業によって

大きく異なり、 企業の環境リスク の実態が会計上

１） 土壌環境セ ンター 『我が 国における土壌 汚染対策費用の推

定一土壌汚染調査費用の推定、 土壌汚染浄化費用の推定一』

２０００ 年 ７ 月。

２） 土 壌 汚 染 に 関 連 す る 法 律 と し て は、 環 境 基 本 法 と 関 連 す る

環 境 基 準、
水 質 汚濁 防 止 法、

環 境 影 響 評 価 法 等 が あ る。 特

に 水 質 汚 濁 防 止 法 は１９９６年 の 法 律 改 正 に よ り、 地 下 水
を 通

じ て 周 辺 に 被 害 を 与 え た 場 合、 汚 染 地 域 の 調 査 と 浄 化 の 命

令 を 出 す 権 限 が都 道 府 県 知 事 に 与 え ら れた。 ま た、 汚 染 原

因 者 に 遡 及 責 任 を、 土 地 所 有 者 に 浄 化 協 力 義 務 を 課 し た。

イ ン タ リ ス ク ・ ア ジ ア 航 測 株 式 会 社 『土 壌 と 地 下 水 の リ ス

ク マ ネ ジ メ ン ト」 工 業 調 査 会、 ２０００ 年、 ｐｐ．４８－５０．

３） ス ー パ ー フ ァ ン ド法 は 時 限 立 法 で１９９０年 以 降 更 新 さ れ て い

な い が、 現 在 で も 存 続 して い る。 しか し、 浄 化 費 用 が １ 件

２，０００万 ～３，０００ 万 ドル
と 巨 額 で あ り、 リ ス ク 回

避 の 支 払 保

険 料 が 経 営 を 圧 迫 す る こ と も あ っ て、 結 果
と し て 汚 染 可 能

性 が 高 い 土 地 の 再 開 発 が 滞 る 等 の 弊 害 を 生 み 出 し た。 そ こ

で 巨 額 の 浄 化 負 担 を 見 直 し、 汚 染 を 完 全 除 去 す る 工 学 的 浄

化 か ら 自 然 浄 化 能 力 を 利 用 し た 方 法 に 代 わ り つ つ あ る。 こ

の 教 訓 を 生 か し て、 わ が 国 で 検 討 さ
れて い る 土 壌 汚 染 の 浄

化 発 動 基 準 は、 土 地 利 用 状 況 に 応 じ
た 浄 化 の 発 動 要 件 お よ

び 対 策目 標 を 個々 に 設 定す る も の と な っ て いる。 西 村 実 「ス

ー パ ー フ ァ ン ド 法 の 挫 折 一 自 然 浄 化 能力 を 生 か す 方 向 で 修

正 一」 『日 経 エ コ ロ ジ ー』 第 １号、 １９９９年 ７月 他。

４） 黒 澤 慎 治 ・ 後 藤 敏 彦 ・ 西 川 正 義 編 ｒ戦 略 的 環 境 マ ネ ジ メ ン

ト シ ス テ ム」 日 科 技 連、 ２０００ 年、 ｐｐ．２２－２４．

５） 前 掲 書、 ｐｐ．２４－
２６．
な お、 「日 本 経 済 新 聞 （２００１ 年２月 ３日

付 朝 刊）」 で は、
企 業 が抱 え る 土 壌 汚 染 等 の 環 境リ ス ク を 評

価 し、 金 融機 関 の 融 資 審 査 に 反 映 さ せ る 取 り 組 み が 本
格 化

して き た こ と を 伝 え て い る。

６） Ｉｎｔｅｍａｔｉｏｎａ１ Ａｃｃｏｕｎｔｉｎｇ Ｓｔａｎｄａｒｄｓ Ｃｏｍ ｍｉｔｔｅｅ， 〃 舳 ｅｗｏ欣 力７

肋ｅ 〃ｅρ 〃０〃０〃 ０ 〃 〃ｅＪｅ 舳 〃０〃 ψ 舳 舳 Ｃ 〃 ∫ｆ０κ ｍｅ 舳

（Ｊ・１ｙ １９８９）， Ｐ… ．４９，
６０．

７ ） Ｉｎ ｔｅ ｍ ａｔｉｏ ｎ ａ１ Ａ ｃ ｃ ｏ ｕ ｎ ｔｉｎ ｇ Ｓｔａ ｎ ｄ ａ ｒｄ
Ｎ ｏ
．
３ ７
，

“ Ｐ ｒｏ ｖｉｓｉｏ ｎ ｓ
，

Ｃ ｏ ｎｔｉｎ ｇｅｎｔ Ｌｉａ ｂｉ１ｉｔｉｅｓ ａ ｎｄ Ｃ ｏ ｎｔｉｎ ｇｅ ｎｔ Ａ ｓｓｅｔｓ，

”
ｐａｒ．
１０
．

８） 〃 ４ Ｐ・・．１４．

９ ） Ａ ｍ ｅｒｉｃａ ｎ Ｉｎｓｔｉｔｕｔｅ ｏｆ Ｃ ｅｒｔｉｆｉｅ ｄ 恥 ｂ１ｉｃ Ａ ｃｃ ｏｕ ｎｔａｎｔｓ
，
Ａｃ ｃｏ ｕｎｔｉｎｇ

Ｓｔａｎ ｄａｒｄｓ Ｄ ｉｖｉｓｉｏ ｎ，

“
Ｐｒｏｐ ｏｓｅ ｄ Ｓｔａｔｅ ｍ ｅｎｔ ｏｆ Ｐｏｓｉｔｉｏ ｎ： Ｓ Ｏ Ｐ ９６－１

＿ ２５ ＿
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Ｅｎｖｉｒｏｎｍｅｎｔａｌ Ｒｅｍｅｄｉａｔｉｏｎ Ｌｉａｂｉｌｉｔｉｅｓ
” （ＡＩＣＰＡ，

１９９６）． こ の

ＳｏＰ９６－１ は、 環 境 修 復 負 債 の 認 識、 測
定お よ び 開 示 に つ い

て 包 括 的 に扱 っ た 唯 一 の 会 計 ガイ ドラ イ ン で あ る。

１ ０） Ｉｎｔｅｒｌ１ａｔｉｏ ｎａ１ Ａ ｃｃｏ ｕｎｔｉｎ ｇ Ｓｔａ ｎｄ ａｒｄ Ｎ ｏ．
３ ７
，
ｏρ．
ｃ か
， ｐ
ａｒ
．
８ ６
．

１ １） 〃 〃
， Ｐ
ａｒｓ
．
４ ５
，
４ ８
．

１２） 〃 ♂，Ｐａｒ．３６．

１３） 投 資 家 は、 見 積 り に 範 囲
を 伴 う 環 境 偶 発 債 務 につ い て、 最

大 額 を 開 示 した 企 業 に 対 して は よ り 高 い 不 確 実 性 を、 最
小

額 を 開 示 し た 企 業 に 対 し て は よ り 低 い 不 確 実 性 を 期 待 す る、

と い う 実 証 研 究 の 結 果 が 示 さ れ て い る。 Ｊａｎｅ Ｋｅｍｅｄｙ，

Ｔ ｅｒｅ ｎ ｃｅ Ｍ ｉｔｃ ｈ ｅ ｕ ａ ｎ ｄ Ｓｔｅ ｐ
ｈ ａ ｎ Ｅ ．

Ｓ ｅｆｃｉｋ，

“
Ｄ ｉｓｃ ｌｏｓ ｕｒ ｅ ｏ ｆ

Ｃ ｏ ｎｔｉｎ ｇ ｅｎ ｔ Ｅ ｎ ｖｉｒｏ ｎ ｍ ｅ ｎｔａ１ Ｌｉａ
ｂｉ１ｉｔｉｅｓ： Ｓ ｏ ｍ ｅ Ｕ ｎｉｎｔｅ ｎ ｄ ｅ ｄ

Ｃ ｏ ｎｓｅｑｕ ｅｎｃ ｅｓ
？
”
ノｏ 〃 〃 〃 ガ λ ｃｃｏ 〃 〃 加 ８ Ｒ ω ｅｏ ｃ乃，

Ｖ ｏ１
．
３６
，
Ｎ ｏ．
２

（Ａｕｔｕｍｎ １９９８）， ｐｐ．
２５７－２７７．

１ ４） Ｉｎｔｅ ｍ ａｔｉｏ ｎａｌ Ａ ｃｃｏ ｕｎｔｉｎ ｇ
Ｓｔａ ｎｄ ａｒｄ Ｎ ｏ．

３ ７
，
ｏρ． ｃ

〃
．， ｐ
ａｒ．
３ ９
．

１５） Ｆｉｍｎｃｉａ１ Ａｃｃｏｕｎｔｉｎｇ Ｓｔａｎｄａｒｄｓ Ｂｏａｒｄ， Ｓｔａｔｅｍｅｎｔｏ
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Ａｓｓｅｔｓｔｏ Ｂｅ Ｄｉｓｐｏｓｅｄ ｏｆ）」 の 実 施 に 伴 う 主 要 な 論 点 を 明 ら

か に し、 事 業
セ グ メ ン ト の 処 分、 お よ び、 処 分 に 伴 う 従 業

員 解 雇 給 付 や リ ー ス 契 約 中 断 に よ る 負 債 と い っ た、 処 分 予

定の固定資産や処分 活動に伴う負債 に関する統一的な会 計

を 確 立 し よ う と す る も の で あ る。
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要 約

わ が国 企業 は、 自発 的 に 環境 報 告 書を 発 行 する と い う 形で、 環 境 問 題に 関 心 を 持つ 投 資 家
た ち の声 に ま

すま す 応 える よ う に なっ て きて い る。 しカ
’し な がら、 環 境報 告 墓 準 の な い現 状 で は、 こ れ ら報 告 書 は、 著

しく ま ち まち で あ る。 本 稿 の目 的 は、 日 本 の 代表 的 企 業 の環 境 報 告 書を 調 査 し、 そ の 開 示 実態 の 現状 を 分

析 する こ と で ある。 そ こ で は、 ま ず、 環 境 報告 墓 準 の あ る
べ きス テ ッ プは 環 境 保 全投 資 額 の 開 示で あ り、

次 に環 境 保 全 コ ス トの 開示 に 進 む べ き で ある こ と を 示 す。 環 境 保 全 コ ス トの 開 示 シス テ ム は、 １９９９ 年

に 環境 庁 か ら ガイ ドラ イ ン（案） と して 示 さ れ た。 そ こ で 最 後 に、 わ れ わ れ は、 こ の ガイ ドラ イ ン
（案）

の 環境 保 全 コ ス トの 開 示 で 改善 す べ き 実務 上 の い く つ か の問 題 点 を 示 した。
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１． は じ め に

環境問 題への関心の高まりの中で企業の 「環境

報告書」 の自主 的な公表がここ数年急増 している

が、 環境会 計の基準 が存在 していない現状におい

ては、 環境会 計情 報の測
定方法は統一されてお ら

ず、 その緒果 開示 される環
境会計情報も当然な が

ら企業 間で比 較可能なものではない。 企業は独自

に環境会計 の構築 （「環 境保全 コス ト」 又は 「環

境投 資額」 の定義・測定） に努めてはいるが、 ま

だ一 部の先 進的企業のみが突出 し、 産業間にお い

ても、 ま た同一産業内の企業間に
おいても、 大き

な差異 を有しているのが現状である。 このよう に

企業 が環 境会計に取り組み 始めた時期 に、 環境庁

の 「環境 保全コス トの 把握 及び公表に関するガイ

ドライ ン～環境会 計の確 立に向けて （中間取りま

と め）」 （平成１２年３月） が発 表された 三と は大

変 に意 義深い。

環境庁 の平 成１１年 度の 「環境にや さ しい 企業

行 動調査」 にお いて、
「環境保全 コストに係 る投

資額や費用を他と 区別 して集計 しているか」 との

調 査 結 果 は、 予 算 に お い て は 上 場 企 業 の ２５．９ ％、

非上場 企業 等の１９．Ｏ％、 決算 におい ては上 場企

業 の ２４．７ ％、
非 上 場 企 業 等 の １６．６ ％ が 「投 資 額」、

「経費」、 又は 「両 方」 の集計
を行っていると して

いる。 また環 境保全 コス トの把握の 目的は、 「自
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主的な環境管理にお ける目標 実行 に伴う コス ト把

握」、 「環境保全投資にお ける投
資効 果分析」、 「規

制強化等における環境対策のコスト管理」 が挙げ

られている。 一方、 環境保全コス トの集 計にあた

り、 「環境保 全コス トの定義や 範囲が
はっきり せ

ず、 どの科 目 を どのよう に 集計 す
べき か 分ら な

い」、 「現行の会計
システムでは特別 な投資 額や経

費の集計ができるよう になっていない」 等の 問題

点が指摘されている。 また 「ガイ ドライ
ン」 につ

い て は、 上 場 企 業 の ４３．８ ％、 非 上 場 企 業 等 の

１９．６ ％ が そ の 存 在
・ 内 容 を 知 っ て お り、 上 場 企

業の９．９％、 非上場 企業等 の４．０
％が 実際に 活用

して いる と回 答 し、 今 後の 環境 保全 コス トの 把

握・集計等の推進のため には、 ６割 以上の 企業が

「企業内部 における 環境保 全コス トの 把握、 集計

等に関する指針、 ガイ ドライ ンの作 成」 を必要
と

してお り、 「ガイ ドライン」 への関心 の高さ がう

か が え る。

このような要 請に応 えて、 環境庁は環境会計シ

ステムを確立 し企業等 に普及さ せる こと は環境政

策上 有意 義であ ると の観点 から、 平成１１年３月

に 「ガイ ドライ ン」 で、 環境 保全コス ト
（投資及

び コ ス ト） の 定 義 ・ 集 計 ・ 分 類 ・ 開 示 に つ い て の

指 針を示 し、 さらに 平成１２年５月 に 「環境 会計

システムの確立にむけて （２０００年 報告）」 で、 「効

果」 についても その考え方を示している。 そこで

は環境保全 コス トと 「効果」 を対比させることに

より、 企業等 にとっ ては、 自社の環境
保全への取

組をより効 率的で効果の高いものにしていくため

の 経営管 理上の分析手段、 社会にとっては、 統
一

的な枠組みを通して企業等の環境保全への取組状

況を理解 できる有効な情報手段であるとの認識を

示 し て い る。

これ につい て、 松尾 （２０００） は
“環境情 報開

示 の動向” において環境会計の主たる目的は 「ガ

イ ドライ ン」 が示すとおり、 環境コスト・環境負

荷低減関係、 す なわち環境効率指標を提示するこ

と に あ る と し て い る。 ま さ に こ の 指 摘 は 正 し い。

しか しな がら、 環境 保全コス トについての定義等

が未だ定ま らない現状において、 効果を導出する

ことはより高 度に技術 的であり、 また特に財政基

盤が脆弱な 中小 企業にとっ ては、 社内における環

境情報 システム の構築 自体がはなはだ困難であり

実現性 から見 れば難しいといわ ざるをえない。 中

小企業をも 含めて幅広く 社会的に環境会計の浸透

を目指 して 行く ためには、 まずコス トについての

定義等の確立を最優先とすべきではないだろう

か 。

ま た勝山（１９９９）は
“環境 会計の 現状と課題” に

おいて 「ガイ ドライ ン」 は企業にかかわる 「環境

保全」 を的確に整理しており、 草創期 にある 環境

保全コス トの把握と公表にあたり 「環境保 全コス

ト集計 表」 を示すことによって、 実務担当 者によ

るコス トの把握が容易 になったと して評価 してい

る。 た しかに、 実務に指針を与えたと いう 意味に

お いて は 「ガイ ドライ ン」 の 意 義は 大変 に大 き

い。 しかしながら 「ガイ ドライ ン」 に従っ て実際

に環境 報告書を分析してみると、 実務 レ
ベルにお

いて は 「環境保全コスト」 の分類 にお いては問題

点 が多 く、 改善の余地がかなり多く 残されている

も の と 思 わ れ る。

本稿の 目的は、 「ガイ ドライ ン」 の公表用Ｂ 表

（環境保全効果対比型） の項目を現在の代表的な

企業 （東証 １部 上場の５業 種２５社） の 環境 報告

書がどの程度満た しているかを 検証 し、 環境報告

書のあるべき方向を探ること である。 本稿は 「ガ

イ ドライ ン」 に沿って 「環境報 告書」 を分析する

ことを 目的とす るが、 「ガイ ドライ ン」 の 中心課

題で ある 「投 資」 ・ 「コス ト」 ・ 「効 果」 のう

ち、 「投資」 ・ 「効 果」 は分析 の 対象 か ら外 し、

「コス ト」 のみ を対 象とす る。 そ の 理由 は、 「投

資」 について は記載 はあ るもの の、 「コス ト」 と
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比較して金額の表示が少なく分析の対象にするに

はデータ数か ら見て不 適切 と判 断したこと、 さら

に 「効果」 について は事例 自体極 めて少ないため

に同 様の理由 により、 分析対象 から外 した。 「効

果」 に つ い て ソ ニ ー、 キ リ ン
ビ ー ル、 富 士 通 の 事

例を見る と、 ソ ニー （１９９８年度） は環境コス ト

と環境効果の対比と してコス トにお いては金額表

示、 効 果 に お い て は 物 量 表 示 を し て い る。 キ リ
ン

ビー ル （１９９８年 度） は、 副 産・廃棄物 の年 間処

理費用 と して支払額との対比と して受 取額を表示

している。 富 士通 （１９９９年 度） は費用 と効 果の

集計項 目がそ れぞれ異 なり、 個 別対応 ではな い。

この ように 「効 果」 は「環境報 告書」に おい ての

記述に統 一性は見 られな い。

２． 環 境報 告書の 慨観

各企業の環境報告書の記 載内容 （一部イ ンター

ネ ッ ト上 での公 表を含む） をもと に、 「ガイ ドラ

イ ン」 が開示を目指す３つの課題、 「投資」 ・ 「コ

ス ト」 ・ 「効果」 についての概 観をまとめたもの

が、 次 の （表 １） で あ る。

表１ 環境報告書の慨観

投 資 コ ス ト 効 果

白動車産業 三菱自動車 無 有 無

トヨ タ 自動 車 有 有 無

マ ツ ダ 無 有 無

日 産 自動 車 無 有 無

ダイ ハ ッ エ業 無 有 無

家電産業 東芝 有 有 無

松 下 電 器 グル ー ブ 無 有 無

ソ ニ ー 有 有 有

日 本 電 器 有 有 無

日 立 製作 所 有 有 無

電力 ・ ガ ス 産 業 中 部 電力 有 有 無

東京電力 有 有 無

関西電力 有 有 無

東 京 ガス 有 有 無

大 阪 ガス 無 有 無

食晶 産 業 ア サ ヒ ビー ル 無 有 無

日 本 た ば こ産 業 有 有 有

キ リ ン ビ ー ル 無 有 有

宝酒造 有 有 無

サ ッ ポ ロ ビー ル 有 有 無

小 売産 業 三 越 有 有 無

イ ト ー ヨー カ 堂 無 有 無

ジヤ ス コ 有 有 無

ダイ エ ー 無 有 無

平和堂 無 有 無

＿ ２９ ＿



。● 現 代 デ ィス ク ロ ー ジ ャー 研 究 ● ２００１ 年 ３月 Ｎα２

なお表中においては、 「金額データを含む記述
」、

「物 量データ を含む 記述」、 「文章 だけの記述」 な

どの記述内容は問わず、 何 らかの記
述 がある もの

はすべて 「有」 と し、 そ の他は 「無」 とする。

「コス ト」 は、 記述 の内 容は企業 ごとに大き く

異なるが、 全企業で記述 が認められる （詳細
は３

で 述 べ る）。 こ の う ち、 小 売 産 業 の 一 部 で は、・寄

付、 助 成、 贈
呈 の 記 述 が あ る。

「投資」 の記述は、 「家電産業
」 ・ 「電力 ・ガス

産業」 ・ 「食 品産 業」 に つい て多い。 ま た、 三

越、 イ トーヨーカ堂 を除いては金額の記述が見ら

れ る。

「効果」 の 記述は 少ない （３社）。 ソニー は環境

会計 実績と して、 １９９８年 度から 公表を始め てい

る。 ま た、 キ リ ン
ビ ー ル は 副 産 ・ 廃 棄 物 の 処 理 費

用の受取額、 宝酒 造は副産物販売収入の記
述であ

る 。

３． 環境保全コス ト集
計表 （環境庁 「ガ

イ ドライ ン」 公表用 Ｂ表）

ここ では （表 １） にお ける 「コス ト」 につい

て、 「ガイ ドライ ン」 の 「環境保
全コストの分類」

の中心項 目である 「環境負荷低滅 に直接的 に要し

たコス ト （直接環境負荷低滅 コス ト）」 について、

公表用Ｂ 表を用 いて詳細 に分析する （表２）。

な お、 表 中 に お い て、 「１」 は 金 額 表 示 が あ る、

「２」 は物量 表示 がある、 「３」 は何 らかの 記述 が

あ る、 と い う こ と を 示 し て い る。
ま た 「３」 に お

いては 「％表示」 を含む ものとする。

また表中 「①」 と 表示 されているものは、 例え

ば 「振動・騒音防止のた めのコス ト○○円」 とい

う記載であり、 分類項 目の２以上にまたがってい

て、 環境保全コス トの分類毎に明確に
区分ができ

ない場 合である こと を意味 している。

表の作成 にあたり、 基本的には、 各社の環境報

告書 （末尾の参考文献参照） に記載されているタ

イ トルを重 視して項目の特定を行っている が、 タ

イ トル がガイ ドライ ンの分類に合致 しないもの は

記述内容 によ り特定を行なった。 また記述 内容 が

２以上の 項目にま たがっ ているよう な場合には重

複 表記 して ある。

公 書防止コ ス ト

１． 大 気 汚 染 の た め の コ ス ト

「家 電産業」・「電力 ・ ガス 産業」・「食晶 産

業」 に おいて は、 詳細 な記述 が見 られるが、

「自動車産 業」 において は、 トヨ タを 除いて

具体 的な記述 が少 なく、 「小売 産業」 にお い

ては 記述がな い。

こ こ で 留 意 す べ き こ と は、 た と え ば、 中 部 電

力 に お い て ＳＯｘ・ ＮＯｘ を、 大 気 汚 染 防 止 に 関

連 し て 記 述 し て い る の に 対 し、 キ リ ン
ビ ー ル に

おいてはそれを 温暖化 防止に関連 して記述 して

いるというよう に、 各企業において分類・特定

に違 いがある。

２． 水 質 汚 濁 の
た め の コ ス ト

「家 電産業」・「電力 ・ ガス 産業」 のう ち電

力 ３社・「食品産 業」 のう ち２社にお いて 詳

細 な記述 がある が、 「自動 車産業」 において

はトヨタ を除き やや具 体性に 欠け、 「小売産

業」 にお いては 記述がな い。

宝酒 造にお いては排水規制項 目 （カ ドミウム

な ど２６ 項 目） と し て、 規 制 値 ・ 自 主 基 準 ・ 実

測値 の記述があり、 また東 芝にお いては全社で

はなく 特定工場の記述で はある が、 水質測 定の

詳細な 記述がある。

３． 土 壌 汚 染 の た め の コ ス ト

「家 電産 業」 のう ち２社、 「食品 産業」 のう

ち１社の みに記 述がある。

東 芝におい ては名 古屋 分工場の地 下水問題、

松下においては揮 発性有機化合物による地下水

＿ ３０ ＿
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表２ 環境保全コスト集計表 （環境庁ガイ ドライン公表用Ｂ表抜粋）

環 境 保 全コ ス ト の 分類 自 動 車産 業 家 電 産 業 電力・ガス産業 食晶 産 業 小 売 産 業

一
二

菱

ト

ヨ

タ

マ

ツ

タ

日

産

ダ

イ

ノ、

ツ

松

下

ソ

ニ

１

Ｎ

Ｅ

Ｃ

日

立

中

部

電

力

関

西

ヨ三

力

ア

サ

ヒ

キ

リ

ン

サ

ツ

ポ

ロ

Ｊ

Ｔ

｛

、
７
’
口

一
二

越

ヨ

１

カ

堂

ジ

ヤ

ス

コ

ダ

イ

エ

１

、ノ

芝 京

電

力

京

ガ

ス

ガ

ス

大気 汚 染 防 止 の ため の コ ス ト ①

２

①

２

①

２

環 境負 荷

低 減 に直

接 的 に要

し たコ ス

ト （直 接

環境 負 荷

低 減コ ス

ト）

公 害 防止

コス ト

３ ２ ３ ３ ３ ２ ２ ２ ３ １

２

２ ３ ２ ２ ２ １

２

水 質 汚 濁 の た め の コ ス ト
’
３ ２ ３ ２ ３ ２ ２ ① ２ ①

２

①

３

３ １

２

１

２

土 壌 汚 染 の ため の コ ス ト ３ ２ １

騒 音 防 止 の ため の コ ス ト ３ ２ ３ ３ ３ ①

３

①

３

３ ①

振 動 防 止 の ため の コ ス ト ３ ３ ３ ① ① ①

３

３ ①

悪 臭 防 止 の ため の コ ス ト ３ ３ ３ １ ３ １

地 盤 沈 下 の ため の コ ス ト

その他の公害防止の ためのコスト １

地球 環 境

保 全 コ ス ト

温 暖 化 防 止の た め の コ ス ト ３ ２ ３ ２ ３ ２ ２ ① ２ ２ ①

２

２ ２ ①

２

２ ２ ２ ２ ３ １

２

２ ３ ２

オ ゾン層破壊防止のための コス ト ３ ２ ３ ３ ３ ２ ２ ① ２ ２ ２ ２ １

２

①

２

３ ２

省 エ ネ ル ギ｝ の た め の コス ト ３ ２ ３ ３ ３ ２ ２ ①

２

２ ３ ２ ① ２ ２ ①

２

２ ２ ２ ２ ２ ２

省 資 源 の た め の コ ス ト ３ ３ ３ ３ ２ ①

２

２ ３ ２ ２ ２ ① ２ １

２

２ ２

節 水、 雨 水 利 用
等 の た め の コス ト ３ ２ ２ ２ ２ ２

その 他の地 球環境保 全のた めのコス ト ２ ３ ２ ３ ２ ３ ３ ３ ３ ２ ２ ２

産 業 廃 棄 物 の 減 量 化、 削 減 の

た め の コ ス ト

３ ２ ３ ３ ２ ２ ２ ２ ２ ２ ２ ２ １

２

２ ３ ２ ２ ２ ２ ２ ３ ２産 業 廃 棄 物

及 び事 業 系

一 般 廃 棄 物

の 処 理 ・ リ

サ イ ク ル コ

ス ト

産 業廃 棄 物 の 処 理 ・ 処 分 （埋

立 を含 む） の た め の コス ト

３ ２ ①

２

２ ３ ２ ① １ １

産 業 廃 棄 物 の リ サ イ ク ル 等 の

コ ス ト

３ ２ ３ ２ ２ ①

２

２ １ ２ ３ ２ ２ ２ １ ２ ２ ２

事 業系 一 般 廃 棄 物 の 減量 化、

削 減の た め の コ ス ト

３ ３ ２ ２ ２ ２ ２ ２ ２ ３ ２

事 業系 一般 廃棄 物の 処理 ・処 分

（埋 立） のた めの コス ト

２ ２ ２

事 業系 一般 廃棄 物のリ サイ ク ル

等 の ための コス ト

３ ２ ２ ３ ２ ２ ２ ２ ２ ３

その 他

「１」 は金 額 表示 が ある、 「２」 は物 量 表示 があ る、 「３」 は何 ら か の記 述 が ある、 と いう こと を 示 して いる。 ま た 「３」 に

お い て は 「％ 表 示」 を 含 む も のと す る。 ま た 表中 「①」 と 表示 さ れ て いる も の は、 例 え ば 「振 動 ・ 騒音 防 止 の ため の コ ス

ト○ ○ 円」 と いう 記 載 で あ り、 分 類 項 目 の ２ 以上 に ま た がっ て い て、 環 境 保 全 コ ス ト の分 類 毎 に 明確 に 区 分 がで き な い 場

合 で あ るこ と を 意 味 して い る。

＿ ３１ ＿
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汚染の記述と今後の対策についての詳細な記述

がある。 宝酒造 において は環境コス トと して、

土壌汚染防止 （薬液タンク防液堤） の経費額の

記述がある。

４． 上記以 外の
公害 防止コス ト

騒音防止のためのコス ト・振動防止のための

コ ス ト ・ 悪 臭 防 止 の た め の コ ス ト に つ い て

は、． ひ
と ま と め で の 記 述 が 多 く 見 ら れ、 具 体

的 なデータ の記述 が少ない。

宝酒造において は悪臭防止として焼却設備脱

臭装置、 騒音・ 振動防止として防音壁装置の経

費 額 の 記 述 が あ る．。

地盤沈下のた めのコス トについては、 記述が

な い。

その 他の 公害 防止 のた めの コス トに つい て

は、 ＪＴ にお いて 環境対 応経費 の中 で、 法 規
制

対応費 と して 金額の 記述がある。

地球環 境保全コス ト

１． 温 暖 化 防 止 の た め の コ ス ト

全産業において （ダイ エー、 平和堂を除く。）

幅広く 記述が見 ら れる。 「気侯変 動枠組み条 約

第３ 回締約国会 議」 （ＣＯＰ３） で採択さ れた京

都議 定書 （９７年１２月） で定め られた温室効 果

ガ ス の 種 類 は、 二 酸 化 炭 素 （Ｃｏ 。） ・ メ タ ン

（ＣＨ 。） ・ 亜 鉛 化 窒 素 （Ｎ ．０） ・ ハ イ ド ロ フ ル

オ ロ カ ー ボ ン （ＨＦＣ） ・ パ ー フ ル オ ロ カ ー ボ ン

（ＰＦＣ） ・ 六 フ ッ 化 硫 黄 （ＳＦ ６） と な っ て い る

が、 全 産 業 に お い て の 記 述 は Ｃ０２ だ け で あ る。

「電 力 ・ ガ ス 産 業」 の 電 力 ３ 社 に お い て は、

原子力 発電 がＣ０２の 削減の 決め手 であると の

共通 の記述があ る。

２． オ ゾ ン 層 破 壊 防 止 の た め の コ ス ト

「食品 産業」・「小 売産 業」 におい ての記 述

が 少 な い。

松下において、 オゾン層 を破壊する
主な原因

とされる特 定フロン （ＣＦＣ） は、 家電製品や電

子部 品 の洗 浄剤 な どに使用 さ れてい た が、 ９５

年度末には全廃 したとの 記述 があるように、 他

の企業 も全廃 したとの 記述が多く 見 られる。

３． 省 エ ネ ル ギ ー の た め の コ ス ト ・ 省 資 源 の た め

のコス ト

省エネルギーのためのコス トと省 資源のため

のコス トは、 厳 密に区 分すること が難 しいが、

全産業 におい て幅広く 記述が見 られる。

ＮＥＣ に お い て、 省 エ ネ ル ギ ー 活 動 と し て エ

ネ ル ギーの 使用効 率を高め てＣ０２の排出抑 制

に 寄 与 す る コ ー ジ ェ ネ レ ー シ ョ ン ・ シ ス テ ム

（熱電供給） の導入実績についての記述がある

が、 他 の 企 業 も コ ー ジ ェ ネ レ ー シ ョ ン ・ シ ス テ

ム の記述が多い。 また省資源 は、 リ サイ クルと

関連 して 記述さ れている ことが多 い。

４． 節 水、 雨 水 利 用 等 の た め の コ ス ト

「自 動車 産業」 におい てトヨ タ１社、 「家 電

産 業」・「小売産業」 においてそ れぞれ２社に記

述 が あ る。

ソニーにおいて、 水資源の有効利用と して省

資 源に関連 して記述されているよう に、 他の企

業も省資源に関連して記述していることが多い。

５． その他 の地 球環境保 全のための コス ト

その他 の環境 保全の ためのコス トは、 「自動

車産業」 においては、 交通環境 改善による環境

負荷 の削減の観点から、 高 度情 報通信を利用 し

た 道路交 通にお ける管 理システム （ＩＴＳ） につ

い て、 「家 電産業」 において は、 科 学物質 の管

理として環境汚染物質の排出・移動登録 （ＰＲＴＲ）

について、 「電力・ ガス産業」 のう ち電力 ３社

にお いては、 放射性廃棄物の管 理につ いての記

述 で あ る。

産業廃 棄物及び事業系一般廃棄物の 処理・リサイ

クルコスト

＿ ３２ ＿
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ＮＥＣ ・ ＪＴ ・ 東 京 ガ ス に お い は、 産 業 廃 棄 物
と

一般廃棄物の区分をして記述 している が、 他の企

業は産業廃棄物の 記述のみ、 も しく は単 に廃 棄物

として記述 していると ころ が多 い。

ま た、 廃 棄 物 の 減 量 化、 削 減 ・ 処 理 ・ 処 分、 リ

サイク ルは相互に 関連しているため、 一 連の 過程

と して厳密な 区分は難 しい。

以上の分析 から、 「コス ト」 において は産業 間

においても、 同一産業 内の企業間において
も、 大

き な差異が見 られる。 全般的 に見て 「
金額 表示」

は極 端に少なく 「物量 表示」 におい ても少 なく、

や っと 「何 らかの 記述 があ る」 と いう 状 況であ

る。「ガイ ドライ ン」 が公表さ れた ことは、 「環境

保全コス ト」 の定義と測 定方法が示されたという

意 味においては評価できる。 しか し、 現状の環境

報告書の分析から見てみると、 そのギャッ プはあ

まりにも大きいといわ ざる をえず、 理想は高く超

えるべきハー ドルは高い。 大企業においてさえも

このような現状であり、 中小 企業においてはより

険 しいことが予想され、 現時点においては実行可

能性 という観点 から見る と限界 が感 じられる。

また、 この 「ガイ ドライ ン」 にも
とづいて実 際

に 分類する場合 に、 「公害 防止コス ト」 と 「地球

環境保全コスト」 及 び 「省エ ネルギー」 ど 「省資

源」 な どに重複部分が多く、 また廃棄物の 「滅量

化 ・ 削 減」 ・ 「処 理 ・ 処 分」 ・ 「リ サ イ ク ル」 の 一

連の過程の区分が困難である な どの間題点を指摘

し て お き た い。

以上見てきたように 「環境 報告書」 の開示の現

状と実行可能性の視点か ら次のような提言を した

い。 まず第１に、 「環境保 全コス ト」 の 分類 をさ

らに整理統合するととも に、 例えば 「温暖化防止

のた めのコス ト」 に 含ま れる科 学物質 はＣｏ。で

あるというように、 分類項 目毎に該当する科学物

質の範囲を暫定的にでも特 定することが必要であ

る。 第２ に、 比較的に多い 「物量 表示」 から 「金

額表示」 へと段階的に進める ことが、 現実的な問

題と して 企業 にお いて は取 り組 みや すい であ ろ

う。 第 ３ に、 特 定 ・集 計の しや すい 「環 境投 資

額」 の公 表を促 し、 次に 「環境保 全コス ト」 の開

示へと進 むことがより現実的 なのではないか。 第

４ に、 この 「ガイ ドライ ン」 は 当然 のこ とな が

ら、 企業 又は産業の個別的な特 殊性 を排 除し普遍

的な様式を 模索 しているため、 その 産業の特殊性

が表示 しにく い。 産業毎に十 分検 討し、 産業別さ

らには企業規模別の統一基準の確立を急ぐべきで

はない だろう か。

環境会 計を構 築することは、 現行の会 計シス テ

ム に大きな変 更を迫り、 大きな追加的コス トが必

要となること も予 想される。 そのため人材 面、 資

金面を含めた 企業体力のある大企業以 外には、 環

境会計の導入 は困難であると予想さ れるた め、 大

企業のみならず中小企業をも対象とした実行可能

性の視点か ら 「ガイ ドライ ン」 のさ らなる 改善を

要 望 す る。

４． む す び

本稿 にお いては、 「コス ト」 について のみ検 証

してい る。 「ガイ ドライ ン」 に おける３つ の重 要

課題 であ る 「投資」・「効 果」 につ いては 「環 境

報告書」 にお いて記述量が少ないとの理由 から検

証の対象か ら除いている。 また 「環境報告 書」 を

公表する企業 数自体も多くなく、 検証の精 度は高

く ないかも しれない。 しか し環境会計の一つ の指

針として 「ガイ ドライ ン」 が公表さ れたこと は大

変に意義深く、 この 「ガイ ドライ ン」 の 公表によ

り、 今後 「環境 報告書」 の発行は年々増加 し、 そ

の精度 も上 がってい くものと 期待さ れる。

「ガイ ドライ ン」 にお ける 「環境会 計」 は 「制

度会計」 の枠組 みの外において、 現代の環境 問題

＿ ３３ ＿
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の深刻化 から緊急 の課題として議論をさ れてき て

いる。 いいかえれ
ば、 環境保全を優先 し、 資 本の

論理の 主導による 経済システムの転換を目指 すも

の であ る。 この こと は伝 統的 な会 計 の枠 組み で

は、 現在 の複雑化 ・社 会化し
た企業環境 を把握す

ること が困難 になっ てきていることを示 して いる

が、 複 数の 「会 計制 度」 の存在は、 企業側、 利用

者側双 方から見て も望ましいものであると は言え

な い。 できう る限り は、 「環境会 計
」 ・ 「制度 会

計」 双方の側から一つの 「会計制度」 に収鮫され

る べく努力 を期 待する もので ある。

「環境報告書」 は、 「制 度会計」 とはその目 的を

異にするものと して、 現行の 「制度会計」 の枠 組

みを超えた幅広い 範囲をカ バーしようと して いる

のも事 実であろう。 しかしながら、 中小企業 にと

って は本当 に 「環境 報告書」 を作成すること がで

きる のであろう か。 環境問題が本当に 緊急の 課題

である とする ならば、 中小企業もその重要 な一員

であること は言うま でもな い。 「環境 報告書」 が

「環境 会計」 を具現する 一つの 方法で あるとす る

なら ば、 「環境 報告書」 を大い に叩
き 台と しなが

らその成果を 「制度会計」 に取り入 れると いう ス

タンスも 必要では ないだろう か。 「環 境会計」 と

「制 度会計」 は別物という 議論 から はその展望 は

見えにく いよう に思われる。 何が出来て、 何 が出

来ないの かの論議 は当然必 要であ るが、 「制 度会

計」 に取り入れられるものは取り入 れる ことも必

要であると思われる。 全企業を巻き 込んで 「環境

会計」 を実行可能性のあるものに して いくことが

重要であ ると思わ れる。
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生保デイスクロー ジャーの現状と課題
〃 ω０８〃ｅ ψ Ｊψαｍ８ｅ几 批 〃８〃α〃㏄

植 村 信 保（格付投資情報センター）
〃泌 ψ郷ｍ ωｍｎｍ

要 約

１９９７ 年 に 日 産 生 命 保 険 が 経 営破 綻 して 以 来、 生 保 の経 営 内 容 に 関 す る 情 報 開 示 の 重要 性 が 認 識 さ れ

る よ う に な っ た。

生 保 の ディ ス ク ロー ジ ャ ー は かつ て に比 べ れ ば開 示 項 目が 増 え、 銀 行 な ど に引 け を 取 らな い 開示 内 容と

さ れ る。 しカ’し、 案 際 に は デイ ス ク ロ ー ジャ ー
がう まく 機 能 して いる と は 言 い難 い。 財務 諸 表 のわ か り に

く さ、 生保 の 事業 特 性 を 反 映 した 開 示に な っ て いな い こと や、 監 督会 計 に 財 務会 計
が 加わ っ た 中途 半 端な

保 険 会 計 など、 様 々 な 理 由
があ る。

情 報 開示 の 改 善 を求 め る動 きは ま すま す 強 まる と み ら れ、 横 並 ぴ の開 示カ
’ら の脱 却 が期 待 さ れる。 な か

で も、 逆 ざ やに よ る 経 営 悪 化 が深 刻 視 さ れ る なカ
’、 将 来 の経 営 の 健 全 性 を 示 す 情報 が早 急 に求 め ら れ る。

ま た、 国 際 会計 墓 準 の 動 向 をに らみ、 日 本 の保 険 会 計 の あり 方 に つ い て 具 体 的 に取 り 組
む必 要 が ある。
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ｌｉｃｙ ｈｏ１ｄｅｒｓ ａｎｄ ｔｈｅ ｉｎｖｅｓｔｍｅｎｔ ｒｅｔｕｒｎ．

ｌ ａｌｓｏ ｔｈｉｎｋ ｔｈａｔ ｗｅ ｓｈｏｕｌｄ ｄｉｓｃｕｓｓ ｔｈｅ 」ａｐａｎｅｓｅ ｉｎｓｕｒｎｃｅ ａｃｃｏｕｎｔｉｎｇ ｓｙｓｔｅｍｓ， ｔａ
ｋｉｎｇ ｉｎｔｏ ｃｏｎｓｉｄｅｒａｔｉｏｎ

ｔｈｅ ｌｎｔｅｒｎａｔｉｏｎａｌ Ａｃｃｏｕｎｔｉｎｇ Ｓｔａｎｄａｒｄｓ ｔｏｏ．

１． は じ め に

生命保 険の情 報開示 には主に３つのテーマ があ

る 。

まず は、 生命保 険会社その
ものの経営内容 につ

いての情報開示で ある。 事業会社や金融機関と 同

様 に、 生保 会社が どのよう な事業
を行っ ていて、

経営内容や財 政状態が どう なっているの かを示 す

もの だ。 保 険契約 者や債権者、 株式や社債 などの

投資家、 デリ
バティ ブの取引相手な どが生 保の信

用リスク を把握 したり、 株式投資家 が将来の
会社

価値 を判 断する材 料と して活用 したりす るための

基礎的な情報である。 生保の ディスク ロー ジャー

と 言 っ た 場 合 に は、 通 常 こ れ を 指 し て い る。

次に、 保 険 契約 に関 する 情報 開示 が挙 げ られ

る 。

保険契約に関する情 報開示 とは、 生保が主と し

て プロ ではない一般の消費者 に対 し、 どのよう な

保 険商 品やサー ビス を提供 している かを示すもの

だ。 事業会社の場 合にも、 自社 で取り
扱う 製晶や

商晶の 「情報 開示」 が問題と なること もある が、

保 険を含めた金融 商品は消費財と異なり目に見え

ず、 直接金銭に 関わるう え、 仕組みが一般にわか

りにく いことも多 いため、 その影響は大きい。 例

えば、 消費者 が保険によって期待される効用やリ

ス ク を納 得 したう えで購 入 しな かった （も しく
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は、 できなかった） 場合に は、 老 後の十分な保
障

が得られなかったり、 当てに して いた資金が確保

できなかったりするな ど、 大き な損害を被ること

がある。 日本では生命保険の世帯 普及率が九割を

超えるな ど、 生命保険は広く国民 に浸透している

が、 保険契約に関する情報開示 は他の先
進国に比

べ見劣りする。 変額保険の不 適切 な販売、 保
険契

約転換時の説明不足な ど、 不十 分な情 報開示が原

因で社会問題にまで発展 したケース も多 い。 消費

者への十分な情報開示が行わ れな ければ、 自由化

が進む生命保険市場のなかで被害者が増大するば

かりではなく、 生命保険システムその ものへの不

信感がま すます高 まるだろう。

もう一つ、 資産運用機関と して の情報開示も重

要なテー マである。

生保は保険契約者か ら預かった 保険料の運用機

関という だけではなく、 保険契約と いう 形をとっ

ているが、 実態と しては信託銀行や投 資顧問会
社

のよう に年金基金な どに対 し資産運用 サービスを

提供している。 運用機関は年金基 金などの顧客に

対し、 資産運用の哲学や投資方針、 リスク と期待

リ ターンな どについて開示する必要 がある。 しか

し、 生保の運用機関
と しての情 報開示 は、 他の運

用 機関に比べ見劣りするという指摘 がある。 例え

ば、
一般勘定には純粋に資産運用 を目的と したと

は言い 難い株式 や貸付 金 （いわ ゆる政策 投融 資）

を保有 している疑いがある し、 区分経理の開示も

団体年金区分のみにと どまって いる。 加えて、 生

保への運用委託者は、 現行の法 令では特別勘定と

いえ ども委託 した生保の信用リスク も意識 しなけ

ればならず、 第一のテーマ である 経
営内容の デイ

スクロ ージャー の問題にも 突き当 たる。

以上の ３つ のディスク ロー ジャーはいずれも重

要なテーマである が、 それぞれ完全に独立 したも

のではない。 保 険契約 に関する情報開示や
資産 運

用機関と しての情 報開示 としては、 第一のテーマ

として挙げた経営内容の開示も重要な事項であ

る。 反 対に、 生 保の 経営 内 容を 把握 する ため に

は、 適正な 販売が行われているか
という情報 が評

判リスクの判 断材料となる し、 資産運用方針やリ

スク、 期待リター ンの開示は生保の経営内容を 分

析する 際に不 可欠で あろう。

そのよう ななかで、 今回は生保の経営破たん が

相次いでいる 現状等を鑑み、 経営内容の情報開示

に焦点を絞り、 その現状と課題について報告 した

い
。

２． なぜ ディス クロ ー ジャー が求め ら

れるの か

保険業界は典型的な 「護送船団方式」 の行政が

とられた業界 であり、 厳 しい規制のもと、 大蔵省

が経営全般に対し強い権限を持つことで保険会社

の経営の健全性 を維 持し、 契約者の利益を守って

きた （ように 見えた）。 大手を 中心に多く が相互

会 社 と い う 形 態 を と っ て い る こ と も あ り、 上 場 ・

公開会社がなく、 外部からの資金調達も限 られて

いた。 「生 保は儲 けす ぎ」 と言 われ、 経 営内容の

透 明性 につ いて 批判 さ れる こと はあっ た に して

も、 大筋 では、 契約者
をは じめ関係者が生保の 経

営内容に関する 情報開示を利用する必要はほと ん

どなかったの が実状 だろう。

しかし、 生保のディ スクロー ジャーをめ ぐる 環

境はここ 数年 で急速に変化 している。 何といって

も、 １９９７年 に日産 生命保 険が 経営破綻 し、 金 融

機関な どの プロばかりでなく、 一般の保 険契約 者

も否応 なしに自己責任を問わ れるよう になった こ

と が大きい。 「護送船 団」 行 政が名 実と もに過 去

のもの となっ たのであり、 以来、 生保の信用リス

ク が広く 意識され、 同時に情報 開示 の重要性も認

識されるよう になっ た。

破綻生保の契約者は何 らかの 形で損失を被るこ
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とになる。 例え ば日 産生命や東邦生 命の場合、 契

約者に保証 していた利 回り （予 定利 率） が引き下

げら れた。 こ の結果、 個 人年 金や終身保 険な
ど、

貯蓄性が強く、 かつ満期 が長い商品ほど将来受け

取る保険金額が大幅 に削 減さ れた。 今後の運用利

回りが予定利率を上 回り、 そこ から生 じる収益が

内部留保 や株主 配当な どに充て られない なら ば、

契約 者配当と して還元さ れる可能性もあ るが、 保

証さ れた利率とは性格 が異なる。 さ らに、 東邦生

命や 第百生命ではこ れまで積み立て られて きた責

任準備 金の削減も行わ れた。 しかも 「営業権」 と

いうも のが損失の先送りと して資産計上さ れ、 そ

の多く は既契約者の将来収益で償却される。 その

後も生保 の経営破綻が相次いでいるなかで、 契約

者が自 分の加 入している生保の経営内容をつ かも

うと するの は当然 だ。

ここ 数年の間に債権者も増加 している。 経営 の

健全性を示す 指標 の一つであるソルベンシー・ マ

ー ジン比率 を高めるために、 各社が劣後ロー ンな

どを外部 から積極 的に取り入 れたた めだ。 万 一、

生保が更生 手続きに入った場合には、 劣後ロー ン

の回 収は期待 できないだろう。 一般の契約者と は

違い、 こち らは金融 機関な どプロが対 象であ る。

大半が相対取引であり情報開示の詳細は不明だ

が、 自 らの 資本調 達とセット、 つまり資本等の 持

ち合いという ことも しば しば見られるため、 債権

者が必ず しも 踏み込んだ情報開示を受けてい ない

可能性がある。 一般の契約者ばかりではなく、 プ

ロに対 しても ディスク ロージャーが必要なの は言

うま でもな い。

さ らに、 相 互会社を株式会社化 したうえで、 株

式 を公 開す る計 画を 打ち 出 した生 保も 現れ て い

る。 こ れま で生 保には上場・公開会社がなかった

（外国部 を除く） が、 いよ いよ一般 の株主 がディ

スクロー ジャー の利用者として登場してくる。 保

険契約者と株式投資家では情報開示の利用目的が

異なり、 契約者と株主の利益 は相反する面もある

が、 共通する情報も多い。 今の ところ大同生命保

険、 太陽生命保険な ど３社 だけであるが、 保 険業

界の合従連衡が進むにつ れて、 その数が増える可

能性は高 い。

３． デ ィ ス ク ロ ー ジ ャ ー の 現 状

事業会社のディ スクロー ジャー が商法や証券取

引法 の要請で実施されているの に対し、 生保の デ

ィスク ロージャーは次の２つの ルー トから行われ

て い る。

１つは１９９６年に施 行さ れた保 険業法 第１１１条

によるも のである。 各社は業務およ び財 産状況の

説明書類 を本支店 に備 え置き、 公衆の 縦覧に供す

る義 務を負っ ている。 これは１９８１年 に導入 され

た銀 行法第２１条の規 定を、 保 険会社 にも適用 し

たものだ。 当初、 様式や記載内容につ いての規定

は なかっ たが、 ９８年の 改正 で具体 的な 内容 が規

定さ れるよう になった。

図表１ 保険業法施行規則 第５９条

１ 保 健会 社 の 概 況 及 び組 織 に 関 す る 次 に掲 げる 事 項

経 営組 織、 基 金拠 出 者、 取 締 役 及 び 監査 役 な ど

保健 会 社 の 主 要 な業 務 の 内 容

保健 会 社 の 主 要 な業 務 に 関 す る 次 に掲 げる 事 項

主 要な 指 標 の推 移、 業 務 の 状 況 を示 す 指標 な ど

４ 保健 会 社 の 運営 に関 す る 次 に 掲 げ る 事項

リ ス ク 管 理 の 体制、 法 令 遵 守 の 体 制

５ 保健 会 社 の 直近 の ２ 事 業 年 度 にお ける 財 産 の 状 況

に関 す る 次 に掲 げる 事 項

賃 借 対 照 表、 損
益 計 算 書

、 ソ
ル ベ ン シ ー ・ マ ー

ジ ン 比 率
、 な
ど

もう１つ は生命保 険協 会が作成 して いる 「ディ

スクロー ジャー開示基準」 によるもの で、 経営内

容の自主的な開示である。 各社による開示 基準に

な い項 目 の 開示 を 妨 げる も の で は ない と さ れ、

１９７９年 の策 定以来、 情報開 示の底 上 げに一 定の
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成果 を上 げている が、 業界統デ基準であるこ
と か

ら生 じる横並 びの弊 害も目立つ。

図表２ 生命保険協会 『デイスクロージヤー開示基準」

Ｉ． 生命 保 険の概 要お よ び組織

沿革、 地 区別 総代氏 名、 取 締役 及 び監
査 役、 な ど

Ｉ． 保健 会社 の主 要な 業務 の内 容 （経営 方 針な ど）

経営 方針、 な ど

皿． 直近 事業 年 度にお ける 事業 の 概況

事 業 の成 果、 保険 商品 一覧、 な ど

ｌＶ． 直近 ５事 業年 度に お ける主 要な 業務 の状 況
を示 す指

標

Ｖ．
財 産 の 状 況

賃 借 対 照 表、
損 益 計 算 書、 ソ ル

ベ ン シ ー ・ マ ー ジ

ン 比 率、
な ど

ｗ． 業務の 状況を 示す 指標 （保険契約、 経 理、 資産運用）

保険 契約、 経 理、 資産 運用 に関 する 指標

㎜． 保 健会 社の 運営

リス ク管 理の 体制、 法 令遵 守の 体制、 な ど

㎜． 特 別勘 定の 状況

１Ｘ． 保 健会 社及 びそ の子 会社 等の 状 況

連結 賃 借対照 表、 連 結損益 計算 書、 な ど

こ れら２つの ルー トからの要 請を受け、 作成さ

れて いるのが ディ スク ロージャー 資料 （「○ ○生

命の現状」 という名前であること が多 い） だ。 年

１回、 決算発表後に作成さ れ、 各社 の本
・支社や

生命保険協会で閲覧できる。 保険契約者や被保険

者、 債権者な どに限 らず、 誰 でも情 報を得られる

よ う に な っ て い る。

例 えば 「日 本生命の 現状 ２０００」 は２０００年７

月 に作 成さ れ、 全体 で１７８
ぺ一 ジにお よん で い

る。 資料 は大ま かにいえば事業概況
編と データ編

に分か れており、 このう ちデー タ編だ けで８４
ぺ

一 ジ、 １００ 項 目 が 開 示 さ れ て い る。 か つ て、 破 綻

した日産生命は保有する有価証券の５割弱 しか時

価 情報を 開示せず、 破綻 して み
たら１５００億円 の

含み損を抱えていることが判 興した。 だ が、 現在

は開示項目が増え、 保有する有価証券の時価 は理

論価格を含 め１００％ 近い開示となっ ている会社が

多 い。 「日 本生命 の現状 ２０００」 には有価 証券の

時価情報に加え、 保有している土地の含み損益や

貸付金 の自 己査定 （事業概 況編に掲 載）、 ソ ルベ

ン シ ー ・ マ ー ジ ン 比 率 な ど も 掲 載 さ れ て い る。

こ の た め、 生 保 の デ ィ ス ク ロ
ー ジ ャ ー は 少 な く

とも事業会社や 銀行並み水準に達 している、 とい

う のが業界の見 解であるよう だ。「（生保の デイス

クロージャー は） 銀行等、 金融機関に比 しても遜

色のない レベ ルま での積極的な対応がなされてい

る」 （ニ ッ セ イ 基 礎 研 ＲＥＰ０ＲＴ １９９９．４）
と さ

れ て い る。

４． 埋ま らな い情 報格 差

しか し、 実際には生保の ディスクロ
ー ジャー が

うま く機 能 して いると は考 えにくい。１９９９年 に

破綻 した 東邦生 命保 険、 ２０００年に破綻 した第 百

生命保 険や千代田生命保 険は、 それぞれ破綻 した

時点で債務 超過状態にある と発表されたが、 直前

の ディスク ロージャー資料 から推測 することはで

き な い。

外国部を除き上場・ 公開会社がなくアナリス ト

が少ないため、 他の産 業に比べてマスメ ディ アに

よる情 報発信が占める位 置づけが大きいのが日本

の生保 の現状だが、 経済誌な どに掲載される記事

には、 ディ スクロー ジャー資料を活用 していると

思 われるものの、 保 険会社の経営内容に関する基

本的な認識を疑 わせる よう な誤解が しばしばみら

れる。 例え ば、 保 険料収入から
保険金や年金、 解

約 返戻金な どを 差し引 いた数字がマイナスだと経

営が危ないという ものや、 広義の自 己資本 （自己

資本に資産含み損益を加えたもの） と公表逆ざや

額を比べること で生保の 「耐久年 数」 を測るもの

な ど、 経営 内容を示 さな い （なぜ 示さない かは、

ここでは省 略す る） 指標を しばしば目にする。 も
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ちろん、 マスメ ディ アは社 会への 影
響 が大 きく、

執筆者の不勉強な点は非難さ れなけ ればならない

だろう。 しか し、 経営内容の基本的な事項 に関す

る誤解が何年にもわたり続き、 しかもそ れが一定

の影響力を持っているという例 は、 他の 産業では

見られないのではないか。 こ れも適切 なディ スク

ロー ジャ ーが 行わ れて いな い一 つの 証左 であ ろ

う 。

それでは、 なぜ生保の デイスクロー ジャーがう

まく機能 していないのだろうか。 生保も 日本の会

計基準に則 り財務諸表を作成 し、 開示 して いる以

上、 現在の会計制度や開示制度か ら
生 じる 問題は

もちろん生保にも当てはまる。 こ れま で日本では

経営破綻 した会社の債務超過額 が当初示 されてい

た金額の何倍にも膨らんだり、 銀行 による 債権放

棄とセットに突然多額の損失を計上 したりするケ

図表３ 日本生命の貸倍対照表

一スも多く、 日本の会計制度は海外 から極 めて厳

しい目で見 られている。

他 方、 生保のディ スクロー ジャー が機能しない

の は、 生 保独自の要因も大きいと考 えられる。 以

下 ４点につ いて述べ てみたい。

①財務諸表がわかりにくい

事業会社の財務諸表を見慣 れた 人でも、 保険会

社の貸借対照表や損益計算書には面食らうよう

だ。 もちろ ん、 他 産業でも 特殊 な項目 はある が、

生 保の 財務 諸 表は かなり 特殊 な 部類 に入 る だろ

う。 しかも、 他の産業とは異なり、 利用 者がプロ

だけではなく一般の消費者まで対象 となっている

こ とを忘 れてはな らない。

まず、 財務諸表の形式が特殊 である。 資産の部

に は流動・固定の区別はなく、 負債 の部の大半は

単位 ： 億 円

１９９９／３ ２０００／３ 構 成 比

現 預 金 ・ コ ー ル ロ ー ン １５，４０６
１０
，
６０６ ２

．
５％

金 銭 の 信 託 ４，１２１
４
，
５６５ １

．
１％

有 価 証 券 ２２８，９４０
２４８
，
０３６ ５７

．
４％

う ち 株 式 ７０
，
６２３ ７５，６

９８ １７
．
５％

貸 付 金 １４０
，
３２０ １３３，３０２

３０
．
９％

不 動 産 及 び 動 産 ２２
，
５４０ ２０，０

２５ ４
．
６％

繰 延 税 金 資 産 ４
，
６５４ ５，

４５３

貸 倒 引 当 金 一２，
２５９

資 産 の 部 合 計 ４２６
，
８２３ ４３２，０５

４ １００
．
Ｏ％

保 険 契 約 準 備 金 ３９７
，
９３０ ４０５，９３９

９４
．
Ｏ％

う ち 責 任 準 備 金 ３７８
，
７３７ ３８７，２９７ ８９．

６％

貸倒 引 当 金 ２，８７３

価格 変 動 準 備 金 ９８２ ９８２ Ｏ．２％

負 債 の 部 合 計 ４１７
，
１４２ ４２１

，
３７５ ９７．５％

基 金 ２
，
９９０ ２

，
７００ Ｏ．６％

法 定 準 備 金 ３３ １
，
５３７ Ｏ．４％

う ち 基 金 償 却積 立 金 １０ １，５００ Ｏ．３％

剰 余 金 ６，６５６ ６，
４４１ １

．
５％

資 本 の 部 合 計 ９
，
６８０ １Ｏ，６７８

２
．
５％

負 債 及 び 資 本 の 部 合 計 ４２６
，
８２３ ４３２，０５４ １ＯＯ．

Ｏ％

＿ ３９ ＿
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責任準備金で占められ、 資本の部に 資本
金のない

会社も多い （相互会社の場合）。 損益計算書には

「責任 準備 金等繰入額」 という 項目がある が、 「繰

入額」 と 「戻入額」 のネッ ト表示である ことを知

っている人は意外に少ない。 また、 保 険会社 に特

有の項目が並んでいること、 相互会社と いう 保険

会社だけに認められた形態があること、 契約 者配

当と株主配当の違いな ども理解の壁になっ ている

よ う だ。

これに対 し、 生命保険協会では 「虎の巻 生命

保険会社のディ スクロージャー」 を作成 し、 主と

して 保 険契約 者の啓 蒙に 役立 てよう と してい る

が、 用 語解説 にと どまっ てい る 感が ある。 例
え

ば、 基本的な資金の流れを財務諸表に則 して解説

したり、 収益や契約者配当の仕組みを具 体的な数

字で示 したりすることで、 様々
一な誤解のうち かな

りの 部分は解 消する ので はないか。

②事業特性を反映させた開示になっていない

生 保 デイ ス ク ロー ジャ ーの 最 大の問 題と 考え

る。 生保事業 の特徴は、 負債が超長期にわたるこ

と、 保 険料の 中に予めマー ジンが確保さ れている

こ と で あ る。

銀行の苦境 は主と して不良債権問題によりもた

らされたもの であり、 資産内容の情報開示が焦点

となる。 生保 にも
バブル期の不動産関連投融資が

経営の健全性 を損ねたケースがあり、 自社が抱え

てい る信 用リ ス クの 情 報は無 視 できな い情 報だ

が、 困ったこと に現状の開示 だけでは保有リスク

を把握 できそう にな い。

しか し、 生 保にとって資産内容の劣化は問題の

一部にす ぎず、 む しろ資産運用利回り
と負債コス

図表４ 日本生命の損益計算書

単 位 ：億 円

１９９９／３ ２０００／３

経 常 収 益 ８２
，
５７６ ８５，８１４

保 険 料 等 収 入 ５８
，
２２５ ５８，０９８

資 産 運 用 収 益 １８
，
６７２ ２３，８８８

経 常 費 用 ８０
，
５８５ ８２，８６５

保 険 金 等 支 払 金 ５２
，
７３１ ４９，９０２

貢 任 準 備 金 等 繰 入 額 ５
，
１３６ ９

，
１４７

資 産 運 用 費 用 １１
，
６６８ １２，８４９

事 業 費 ６
，
８９３ ６

，
４２８

経 常 利 益 １
，
９９０ ２

，
９４９

特 別 利 益 ６６ ４
，
４０８

不 動 産 動 産 等処 分 益 ６５ ４９９

保 険業 法 第１１２条 評 価 益 ０ ３，１９７

特 別 損 失 １
，
８３７ ３

，
２１７

不 動 産 動 産 等処 分 損 ３３６ １，６９８

税引 前 当 期剰 余 ２１９ ４，１４０

法 人税 及 び 住民 税 ５４０ １，３２０

法 人 税 等 調 整 額 一１，２０４ 一７９９

当 期 剰 余 ８８４ ３
，
６１８

当 期 未 処 分 剰 余 金
．

４
，
３５２ ３

，
６３３
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生保ディスクロージャーの現状と課題 （植村）

ト （平均予定利率） の逆 ざやや、 保険関係 収益の

悪化こそが根本的な問題である。 ところ が、 逆 ざ

やの状況や保険関係収益についての開示 はほとん．

ど行われていない。 現状では 「逆 ざや額」 だけが

一部に対 し公表されているにす ぎず、 費差益や 死

差益といっ た収益が どの程度あるのか、 逆 ざや を

これらの収益でカバーできているのか、 負債 の内

容はどのよう な状況なのか、 な どといっ
た根 本的

な間題を正しく把握するのに有効と思わ れる 情報

がほと ん ど開示 さ れてい ない。 こ のよ う な状 態

で、 ディスク ロージャーが事業
会社や銀行並 み水

準 に達 していると 言えるの だろう か。

さらに言え ば、 逆 ざや問題の深刻さを把握 す
る

には、 将来の収益力 を見る必要がある。
一 定の前

提を置いたう えで、 将来にわたり逆 ざやを費 差益

や死差益でカバー していけるか どうかの シミ ュレ

ー ションは、 経営の健全性を判断する際に有用 な

情 報と考えられる。 言い方を変えれ ば、 こ れは不

完全な がら負 債の 時価評価と も言える だろう。

には経営 内容が改善するにも かかわらず、 会計上

は債務超 過に陥る可能性もある （もっ とも、 この

点を考慮して保険会社独自の区分が導入されてい

る）。

米国の 開示はＳＡＰとＧＡＡＰの二本立 てであり、

保険 会社 のソルベ ンシー を確 保する目的ではＳＡＰ

が、 期 間損益 の測 定に はＧＡＡＰ が利用 さ れてい

る。 オ ー ス ト ラ リ ア の よ う に Ｇ ＡＡＰ を 基 礎 に ソ

ルベ ンシー確保の見地か ら別 途の対応を図ってい

る 国も ある。 日本 でも 主と して 投資 家 に対す る

ＧＡ ＡＰ の 導 入 や、 ＳＡＰ を 本 来 の ソ ル ベ ン シ ー 確

保の目的 に相応 しい内容に改める などの措置が必

要 と 考 え る。

図表５ 各国の保険会計の特色

英 国 Ｓ Ａ Ｐ とＧ Ａ Ａ Ｐ の 二 本立 て

米 国 〃

カ ナ ダ Ｇ Ａ Ａ Ｐと Ｓ Ａ Ｐ を 調 整

オ ー ス ト ラ リ ア 〃

日 本 Ｓ Ａ Ｐ の 変形

③保険会計の問題

日本の保険会計は、 生保の経営内容の 実態 を正

しく 示 していないと考えられる。 なぜな ら、 日本

の保険会社の開示 は監督会計 （ＳＡＰ） に財務 会計

（ＧＡＡＰ） が加わっ た中途半端 なもの だか らであ

る。ＳＡＰの 目的 は本来、 保険 会
社 の健全 性の 維

持と考えられるが、 日本の場合には保有 株式の原

価法による評価や繰延税金資産の計上な ど、 明ら

か に 目 的 と は 反 す る も の が あ る。 他 方、 ＧＡＡＰ は

投資家に対する情報提供を第一と して いるが、 事

業費を発生主義で計上するため、 新 規契約 が多 い

会社ほ ど見かけ上の収益が圧迫を受 ける といった

現象 が生 じる。

２００１年３月期 から 金融商品 の時価 評価が段 階

的に導入されているが、 保有する多 額の公社債を

「その他有 価証券」 に区分 した場合、 金利上 昇時

④アナリス ト機能の弱さ

上 場・公開会社 がないた め、 生保を専門に分析

するアナリ ス トは少ない。 その 分をマスメ ディア

が補って きたのが現状 だろう。 しかし、 情報の非

対称性 を埋めるには、 アナリス ト機能の充実は不

可 欠である。

５一 今 後 の ディ ス ク ロ ー ジ ャ ーの 方 向 性

以上のように、 生保 のディス クロージャーは必

ず しも 機能 していると は言い難いが、 情報開示の

改 善を求 める動き は今後 ますま す強まる だろう。

金融機関な どの プロばかりではなく、 一般の保

険契約 者が生保を信用力 に応 じて選別する動きも

定着 しつつある。 現在 は業界統一基準による横並

びの 情報開示が中心 だが、 大同生命によるソ ルベ

＿ ４１ ＿
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ン シ ー ・ マ ー ジ ン 比 率 の 詳 細 開 示 の よ う に、 個 々

の会社が戦略と して開示 を充実させるケースが増

えてくるだろう。 逆に、 経営内容をきちんと伝え

ることのできない会社 は、 契約 者の信用
をつかむ

ことができなくなる だろう。 こ れは経営内容の情

報開示に限った話 ではなく、 保 険契約 に関する情

報開示についても、 資産運用機関
と しての情報開

示についても同様だ。 会社に都合のよい情 報開示

（広 告宣伝 が典型） や、 都合 の悪いこ とは出 さな

いというスタンスではなく、 契約者や投 資家等の

利益を促進するような情報開示に真剣に取り組む

必要が ある。

このところ、 退職給付債務や 金融商品の時価評

価な ど重要な改革が実現 しており、 一般 には会計

上のソルベンシーと実際の状態が大きく 乖離する

という 事態は少なくなることが期待さ れる。 特に

金融商晶の時価評価に関 しては、 株式な ど 「その

他有価証券」 の資本直入を通じて相場変動が直接

資本の増滅に結 びつくため、 生保 にとっ ても従来

の経営 が変化す るきっか けとなる だろう。

他方、 生保独 自の問題につ いても改善が求めら

れる。 いくつかの点についてす でに触 れたが、 と

りわけ、 将来の経営の健
全性を示唆する 情報が早

急に求められている。 逆 ざやによる経営 内容の悪

化が深刻視されるなか、 一定の前提のもと で将来

も逆 ざやを収益でカバー し続 けられるの か、 とい

った負 債を一定程 度時価評価 した情報の 開示はも

はや不 可欠で あろう。「逆 ざや問題で 大変な ので

既契約の予定利率を下 げたい」 と言 われても、 そ

れが どの程度深刻なの か示さ れない 限り、 契約者

は納得 しない。 例え ば欧州で は、 既 契約 から将来

発生す る収益 の現在価値の 総額であ るｅｍｂｅｄｄｅｄ

Ｖａ１ｕｅ が 多 く の 会 社 で 開 示 さ れ て い る が、 こ れ も

負 債の時価評価の 一種 と言える。 一 般に企業は将

来情報に関する 開示 には消極 的 （その一方で、 将

来の収益を前提に繰延税金資産が計上されてい

る）だが、 生保 事業の 特性や 現在生 保が置 かれて

いる状 況を考えれば、 検討の余地は大きいだろう。

国際会計基準の 動向も無視できない。 すでに金

融商品の時価評価 が導入 されているが、 今後は負

債 を含めた全面的な 時価会 計の方向が示されてい

る よう だ。 しか し、 こ のよ う な会 計基 準の 導入

は、 健 全性の 確保 を目 的とするＳＡＰから はむ し

ろ乖 離 していくと考え られる。 しか し、 日本の現

状 を考えた場合、 このまま 行けば現行の保険会計

がそ のまま国際会計基準 に移行することにもなり

かねない。 負債の時価評価と いう 点では前進なの

かもしれないが、 健全性 を確 保するための保守的

な制 度な どが否定さ れ、 ソ ルベンシー確保の目的

が果たせなくなる懸念 がある。 米国のようにＳＡＰ

と ＧＡＡＰの二 本立て にする のも 一案 だが、 生保

ディスク ロー ジャーの独 自性 がさらに増すことに

も なる ため、 会計情報の利用 者が混乱 しないよう

に十 分配慮 する 必要 がある。 同 時に、 ＳＡＰが国

際会 計 基 準の 安 易 な 逃 げ道 と な らな いよ う に、

ＧＡＡＰ （こ の場 合は負 債 の時 価評 価の 導入 が前

提） べ一スの開示との調和 を図ることになるだろ

う。 いずれに しても、 資 産・負 債の全面的な時価

評価 の是非を論ずる前 に、 日本の保険会計のあり

方 につ いて具体的に取り組 む必要があるのではな

い か。
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＿ ４２ ＿



⑧ ⑧ ⑧ ㊧
本誌は ディ スク ロー ジャー 研究学 会の 学会 誌 （年１ 回発 行） で、 学 会会則 第３ 条第３ 項に 基

づき 発行さ れま す。 査 読制度 （レフリー 制度） を採用 しています。 ふるっ て
ご投 稿く ださい。

投稿資格等

・ 本 学 会 の 会 員、 入 会 申 込 者。

・本 学会の 会員 との 共同執筆 者。

・投 稿原稿 は未発表 のもの に限ります。

論稿の種類

・ 論 文 又 は ノ ー ト。

・ 書 評
。

原稿作成上の注意

・ 横 書 き
。

・ 論文は８，
Ｏ００字程度 （図表を含 む）。 日本語 （５００字 程度） と英語 （２００ｗｏｒｄｓ程 度） の要約

を 添付 してく ださい。
・ 書 評 は １，Ｏ００

字 程 度。

・ 原 稿 は ｅ－ｍａｉ１で 学 会 事 務 局 に 提 出 し て く だ さ い。

選考方法
・投 稿原稿 は、 当 編集 委員会 の定 める 「投稿原 稿審

査要項」 に 基づく 審査 （査 読者は 編集 委

員 また は編集委員 以 外の専 門家よ り選 定 した ２名） を経 て、 「論文」、 「ノ ー ト」 と 「書 評」

に 区分 して掲 載の採否 を決めま す。

線集委員会

・編 集委員 長：國村道 雄

・ 編 集 委 員 ： 神 谷 健 司、 許 斐 義 信、 柴 健 次、 須 田
一 幸、 高 須 教 夫、 高 橋 元

第２ 号査読委 員 （５０音順）

岡 村 雅 仁、 乙 政 正 太、 神 谷 健 司、 川 北 英 隆、 國 村 道 雄、 小 谷
融、 阪 智 香、 柴 健 次、

須田一幸、 高須教 夫、 徳賀 芳弘、 松尾幸正

送付先

２００１年度に限り臨時に編集事務局を置き、 送付 先とする（２００２年４月か
らは通常 どおり）。

編集事務局長 國村道雄 同補佐 須田一幸

送 付 先 Ｅ－ｍ ａｉ１ ｋｕｎｉｍ ｕｒａ ＠ ｅｃｏｎ．ｎａｇｏｙａ－ｃｕ．ａｃｊｐ

（詳 しく は、 学 会事務局 にお問い 合
わせく ださい）

＿ ４３ ＿



第 ２ 回 研 究 大 会

主 催：関西 大学 大 会委員長 ：柴 健次

場 所：関西 大学１００周年 記念会館 日 時：２０００年９月２３日～２４日

１． 第１ 日 （
９月２３日１２時から１９時半）

基 調 報 告 「金融サ ー ビス 法と ディ スク ロー ジャー」 吉田 和男 京都 大学教授

特別 セツショ ン 「金融機 関の デイ スク ロー ジャー」

司 会 國村道雄 （名古屋市立大学）

報 告 「銀行の不 良債権 の デイス クロ ージヤー」 及能 正男 （西南 学院大学）

「銀行の ディ スク ロー ジャーの 内外比 較」

・ 佐 々 木 健 仁 （プ ラ イ ス ウ ォ ー タ ー ハ ウ ス パ ー ク ・ フ ァ イ ナ ン シ ャ ル

ア ドバイ ザリー ・サー ビス）

「生保 デイス クロ ー ジャ ーの 現状と課 題」

植村 信保 （格付投資情報センター）

１． 第 ２日 （９月２４日９ 時半か ら１５時 半）

自由論題報告

第一会場 （市場問題関連報告）

「経営者交代と会計手続き選択に関する実証研究」 首藤 昭信 （関西大学大学院）

「国際公会計基準 （ＩＰＳＡＳ） にお ける連緒」 有働 明子 （九州産 業大学 大学院）

「排出権取引の デイ スク ロー ジャー問 題： デリ バテイ ブ取引の 一形態 と して」

村井 秀樹 （日本大学）

第二会場 （社会問題関連報告）

「デイ スクロー ジャー・ ルー ルと 企業 デイ スクロ ージャー ：実験 研究の 証拠か ら」

野田 昭宏 （神戸大学大学院）

「日本のディスク ロー ジャーに みる企 業意識」

柴 健次 （関西大学）・伊藤 美幸 （関西大学大学院）

「環境報告書における環境会計」 阪 智香 （関西学院大学）

「環境保全コス トとデイス クロ ージャー の実態 と問題 点」

樋口 豊彦 （小 野孝児事務 所）・ 國村 道雄 （名 古屋市 立大学）

公開シンポジウム

テー マ： 『２１世紀 のデイスク ロー ジャー ２０世紀 のそ れを反省 して』

司 会 吉村 光威 （日本大学）

パネリスト 秋山 純一 （国際会計基準委員会解釈指針委員会委員・多摩大学）

岡部 孝好 （神戸大学）

岡村 雅仁 （日 経ＱＵＩＣＫ情報㈱営 業推進部 長）

佐 藤 淑子 （日 本イ ンベス ター・リ レー ション ズ協議 会主任研 究員）



編集後記

○ 会 計ビッ グバ ンの 影響 を見極 め よう と、 第２回研 究大 会 を９月 に 関西 大 学で 開催 した。

基調 報告 「金融 サー ビス法 と デイ ス ク ロー ジャー」、 特 別セッ シ ョ ン 「金融機 関の デイ

スク ロー ジャー」 及 び公 開シ ンポ ジウ ム 「２１世紀 の ディ スク ロ ー ジャー 一２０世紀の そ

れを 反省 して」 と集中 的に論 議 した。 ま た、 大 学院生 ４名の 報告 を含 め、 自 由論 題も活

発 で あ っ た。

○ これ ら報告を 主に、 さ らに一 般応募 も含 めて、 第２号 の編集 が始 まっ た。 一 般応募 を考

慮 して、 原稿 を 「論文」 （第１号 では研 究 論文に相 当） と 「ノ ート」 （同 じく 報告 論文に

相当） と 呼ぶように 改めた。

○ 編集委員 会と 査読体制を 強化 した。 編集 委員 会 を３名 体制か ら７名 体制 に増員 した。 ま

た、 編 集委員の推 薦によ り投稿 論文 ごと に査読 委員２名 を決 定 した。 本号は ６本の投 稿

があ り１２名 が 査読 に関 わっ た。 その 結 果 は、 「論文」 採 択３ 本、 「ノ ー ト」 採 択２ 本、

不 採択１ 本であった。

○ 採択さ れた論文 は査読委員 か らのコメ ン トに従っ て何 度も書 き直 しさ れた。 最 初の投 稿

から本誌 の最終確 定まで 年末年 始を はさ んで２ヶ月 半 を要 した。 ちなみ に事務 局のＰ Ｃ

の 記 録を見 ると、 こ の査 読関係 で 受信 が１５３通、 発 信 が２１２通 の合 計３６５通が
ネ ッ ト上

を行き交っ た。 しか し、 本誌 が出来 上がる まで、 図表の確 認のた めの１回を例 外
と して、

郵便は利用 されてい ない。

○ 第１回大 会時の会員 が８８名、 そ の後退 会１名、 入会６１名 であり、 第 ２回 大会時に は１４８

名 となっ た。 第３回大 会は２００１年１０月２０日、 日本大 学商 学部 にて 「新 世紀の 情報公 開

と 開示」 を 統一論題と して開催 の予 定であ る。

○ ネ ッ トの 世界 から誕生 した本学 会も、 リア ルな世 界で 第３回 大会 を迎え る。 しか し、 イ

ンター ネッ トは広く 浸透 して いる こと か ら、 ホ ーム ペー ジの 再 強化 を図 る必 要が ある。

バ ーチャ ルとリアルの多 次元的 情報 交換を 実現 した い。

（柴）

現 代 ディ ス ク ロ ー ジ ャ ー 研 究 Ｎｏ．２

２００１ 年 ３ 月 ２０日 発 行

◎発行者 デイ ス ク ロ ー ジ ャー 研 究 学 会

発 行 所 〒５６４－８６８０

大 阪 府 吹 田 市 山 手 町 ３－３－３５

関西大学商学部：柴研究室内

ＴＥＬ ０６－６３６８－１１２１（代）

印刷所 ナニ ワ印刷 株式会社
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